
  

平成16 年 3月期 決算短信（非連結） 平成 16 年 5 月 18 日 

上 場 会 社 名 株式会社トランスジェニック 上場取引所 東京証券取引所（東証マザーズ） 

コ ー ド 番 号 2342 本社所在都道府県 熊本県 

（URL http://www.transgenic.co.jp）   

代 表 者 代表取締役社長 是石 匡宏   

問 合 せ 先 責 任 者 取 締 役 田中 淳 TEL(096)287-1380  

決算取締役会開催日 平成16 年5月18 日 中間配当制度の有無 有 

定時株主総会開催日 平成16 年6月25 日 単元株制度採用の有無 有（1 単元 1,000 株） 

 
１．16 年 3 月期の業績（平成 15年 4月 1 日～平成 16年 3月 31 日） 
(1)経営成績                                     （百万円未満切捨） 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

16 年 3 月期 574 (109.1) △1,467 ( －  ) △1,469 ( －  ) 

15 年 3 月期 274 ( －  ) △898 ( －  ) △944 ( －  ) 
 

 当期純利益 
1 株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
1株当たり当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

16 年 3 月期 △1,475 － △25 04 －  △56.9 △43.8 △255.7 

15 年 3 月期 △948 － △20 93 －  △49.4 △34.9 △343.6 
 (注) ①持分法投資損益      16 年3 月期  △27 百万円  15年3 月期   －百万円 
    ②期中平均株式数     16 年3 月期 58,927,641 株  15年3 月期 45,289,485 株 
     ③会計処理の方法の変更  無 
     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 配当金総額 株主資本         
 中間 期末 （年間） 

配当性向 
配当率 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

16 年 3 月期 0 00 0 00 0 00 0 － － 

15 年 3 月期 0 00 0 00 0 00 0 － － 
 

(3)財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

16 年 3 月期 2,620 1,857 70.9 31 26 

15 年 3 月期 4,094 3,326 81.2 56 49 
(注) ①期末発行済株式数     16 年3 月期 59,414,625 株    15 年3 月期  58,882,625 株  
   ②期末自己株式数      16 年3 月期    1,875 株  15年3 月期       1,875 株 
 

(4)キャッシュ・フローの状況 
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物  
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

16 年 3 月期 △1,478 △152 9 929 

15 年 3 月期 △1,001 △686 3,726 2,550 
 

２．平成 17 年 3 月期の業績予想（平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日） 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金  売上高 経常利益 当期純利益 
中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中 間 期 340 △ 680 △ 682 0 00 - - - - 

通 期 1,260 △ 960 △ 972 - - 0 00 0 00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  - 円 - 銭 

※上記業績予想に関する事項は、添付資料 10 ページをご参照ください。 
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〔添付資料〕 
 

１．企業集団の状況  
当社グループの企業集団は、当社と子会社株式会社ユージーン（非連結子会社）、関連会社株式会社エコジェノミクス及

び株式会社イムノキックで構成されており、遺伝子破壊マウスの作製及び遺伝子機能解析情報を提供する「遺伝子破壊マ

ウス事業」及び基礎研究用試薬である抗体を作製及び販売する「抗体事業」を主たる業務としております。 

株式会社ユージーンは当社グループにおける研究部門として位置付けております。また、平成 15 年 7 月 11 日に電源開

発株式会社と合弁にて設立した株式会社エコジェノミクスは、化学物質が環境や生物に及ぼす影響を遺伝子レベルで解析

する事業を計画しております。なお、平成16 年 3 月 1日に熊本大学の阪口薫雄教授らと合弁にて設立した株式会社イムノ

キックは、当社に対して高親和性抗体の産生技術に関する独占的実施権を許諾し、抗体において新たな付加価値の高い事

業を計画しております。 

各事業の内容は次のとおりであります。 
 

（遺伝子破壊マウス事業） 

当該事業においては、遺伝子破壊マウス作製及び当該マウスにかかる遺伝子機能情報等の提供を行っております。 

当社は、平成 11 年 5 月には熊本大学との共同研究として、｢遺伝子破壊マウスの効率的作製法に関する研究｣を実施し、

同大学の山村研一教授(現在当社取締役を兼務)らが開発した｢トラップベクター及びこれを用いた遺伝子トラップ法(以下、

可変型遺伝子トラップ法という)｣の技術導入を図るとともに、平成12 年 4 月には財団法人熊本テクノポリス財団 

(現財団法人くまもとテクノ産業財団)により出願された特許(出願番号：特願 2001－511198、後述 4－7－(2)を参照)の

譲渡を受け、平成12 年 4 月より当該事業を開始しております。 

当社の遺伝子破壊マウス事業は、自社生産施設において遺伝子破壊マウスの作製を行なうとともに、上記共同研究にお

ける遺伝子破壊マウスの効率的作製法等に関する新技術の導入、動物実験施設を有する協和発酵工業株式会社及び塩野義

製薬株式会社や財団法人化学物質評価研究機構への遺伝破壊マウス作製及び凍結保存の業務委託、株式会社パナファーム･

ラボラトリーズへのマウス飼育及び表現型解析の業務委託等、外部資源を積極的に活用した事業展開を行っております。 

現在は、可変型遺伝子トラップ法により作製した遺伝子破壊マウスにかかる遺伝子情報等について、製薬企業 2 社との

間で優先的提供に関する契約を締結し、当該情報を提供しております。 

また、平成 15 年 10 月より当該 2 社が継続的な使用の許諾に至らなかった系統については、他の製薬企業に対して非独

占的な情報の提供を開始し、現在までに国内外の製薬企業 6社に対して情報提供を開始しております。 

なお、その他の業務として製薬企業から指定された特定遺伝子を破壊した遺伝子破壊マウスを作製する受託業務等も行

っております。 

当社の遺伝子破壊マウス事業の概念図は以下のとおりであります。 
 
[遺伝子破壊マウス事業の概念図] 
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当社は、創薬研究等における遺伝子破壊マウスの有用性を示すためには、破壊されている遺伝子の一次構造（塩基配列）

のみならず、詳細な表現型解析を行うことが必須であると考えております。表現型解析情報は、外見及び行動の観察や、

血液及び病理学的な検査を行い、遺伝子破壊マウスを正常マウスと比較した場合に判明する差異が破壊されている遺伝子

機能の推測に役立つものであり、また、製薬企業等においては、その破壊遺伝子が特定の疾患予防や治療に有効な医薬品

の研究開発の対象になる可能性等の判断要素のひとつと成り得るものであります。 

なお、当社の遺伝子破壊マウス作製から表現型解析までの流れ(概念図)は以下のとおりであります。 
 
[遺伝子破壊マウス作製から表現型解析までの流れ] 
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（抗体事業） 

当該事業においては、抗体の開発、製造及び販売を行っております。当社は、主に、大学の医学部研究室や公的研究機

関等(以下、研究機関等という)により発見されたタンパク質の提供を受け、基礎研究用試薬である抗体を開発し、これら

研究機関等に対して無償で提供しております。その一方、当社は研究機関等から抗体の販売許諾を受け、発表された論文

を販売活動に活用しております。加えて、研究機関等との共同研究形態による受託事業も実施しており、当社が販売する

抗体数の拡大を図っております。平成 16 年 3 月末日現在においては、79 品目の抗体を基礎研究用試薬等として販売して

おります。 

また、その他の業務として製薬企業等から個別に抗体作製の受託業務も行っております。 

当社の抗体事業の概念図は以下のとおりであります。 

 
[抗体事業の概念図] 
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２．経営方針 
 

（1）会社の経営の基本方針 
当社は、「生物個体からゲノムに至る生命資源の開発を通じて、基盤研究及び医学･医療の場に遺伝情報を提供し、そ

の未来に資するとともに、世界の人々の健康と豊かな暮らしの実現に貢献する」ことを経営理念として、遺伝子やタン

パク質の解析を通じて、さまざまな疾患の治療法の確立に高い使命感と倫理観を以って貢献することを経営の基本方針

としております。 

 

（2）会社の利益配分に関する基本方針 
当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題として認識しておりますが、当社設立以来、無配当であり平成 16年

3 月期末においても配当可能利益は計上されておりません。 

当面は、累積損失の解消を図った上で、内部留保の充実を優先する方針であり、財務体質の一層の強化及び今後の成

長に資するため、研究開発及び設備投資等に活用していく方針であります。 

 

（3）投資単位の引下げに関する考え方及び方針 

投資単位の引き下げは、株主数の増加や流動性の向上のためにも望ましい施策と認識しております。 

このため、投資単位の引き下げについては当社株式売買の出来高、株主数、株主分布状況等の状況を考慮しながら検討

してまいります。 

     
（4）目標とする経営指標 

当社は、継続的な事業の拡大を通じて企業価値を向上していくことを経営の基本方針としております。具体的には、

早期の黒字化、累積損失の解消、売上高成長率の増加を目標としております。 
 

（5）中長期的な会社の経営戦略 
①当社の事業戦略について 

当社の柱となる事業は、遺伝子破壊マウス事業及び抗体事業であります。 

遺伝子破壊マウス事業については、平成 13 年 12 月に山之内製薬株式会社及び住友化学工業株式会社との間で各々

締結した遺伝子破壊マウスにかかる情報の優先的（排他的）提供に関する契約に基づき、平成 14年 3 月より遺伝子破

壊マウスの配列情報の開示及びその表現型解析情報の提供を行っております。 

今後は、当該契約に基づき、遺伝子破壊マウスの配列情報の開示及びその表現型解析情報の提供を引続き行うとと

もに、提供した情報の中から有用な遺伝子機能が発見された場合には、当該 2 社に対して遺伝子破壊マウスの個別系

統の継続的な使用の許諾、当該系統の研究成果に関する特許の共同出願による知的財産権の取得、かかる知的財産権

によって保護された研究成果を用いて臨床試験に進んだ場合のマイルストンフィーの受領、さらに医薬品として上市

された場合のランニングロイヤリティの受領という、一連の収益獲得機会を確実なものとすることを重要課題と考え

ております。 

加えて、当該 2 社に対して優先的に開示した遺伝子配列情報のうち、当該 2 社が継続的な使用の許諾に至らなかっ

た系統については、現在までに契約締結した国内外の製薬企業 6 社及び現在交渉を継続している他の製薬企業に対し

非独占的に情報提供を行うことにより、当社の収益基盤の更なる強化を図っていく方針であります。 

また、製薬企業から指定された特定遺伝子を破壊した遺伝子破壊マウスを作製する受託業務も行っており、当該業

務についても受注の増加を図っていく方針であります。 

抗体事業については、従来から実施している受託研究等により蓄積された研究データ及び技術等を生かした新製品

の開発を行うとともに、平成 16年 3 月に株式会社イムノキックより独占的実施権を取得した、GANP 遺伝子の改変によ

る高親和性抗体の産生技術を元に、製薬企業等に対する本技術のサブライセンス、モノクローナル抗体を用いた各種

製品の単独または共同による開発、及びモノクローナル抗体の作製受託・販売等を実施することを重要課題と考えて

おります。 

また、長期的な事業戦略としては、遺伝子破壊マウス事業から得られる遺伝子破壊マウスの個体情報を蓄積するこ

とによって当社独自の網羅的な遺伝子情報データベースを構築し、当社独自または他社とのアライアンス等を行うこ

とによるゲノム創薬分野への進出や当該データベースを活用した事業領域の拡大等を図ること、抗体事業において収
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集されるタンパク質に関する情報と当該タンパク質に対する抗体を併せ持つことにより、抗体医薬分野への参入等へ

の可能性を開いていくことの両面を志向しております。 

 

②遺伝子破壊マウスの生産能力等について 

[1]業務委託先の活用について 

当社は、製薬企業へ遺伝子情報の開示数を増加させることを計画しており、その計画を可能とする生産能力の確保

が必要があり、その手段として自社研究施設のほかに動物実験施設を有する製薬企業等への業務委託の活用が有用で

あると認識しております。 

現在､当社は下記の動物実験施設を有する３社の製薬企業等に遺伝子破壊マウスの作製及びそれに付帯する業務を

委託しております。その結果、自社研究施設を含めた作製規模は、当社の事業計画において予定した規模が確保でき

たものと考えております。 

なお、当該３社への業務委託については、当社において ES細胞へのトラップベクター導入及び配列解析を行った上

で、ES 細胞のマウスへの移植及び遺伝子破壊マウスの系統樹立並びに表現型解析までの一連の工程の全部又はその一

部を委託しております。 

一方、今後予定している各種事業の開始に伴う事業規模拡大により、現在の自社研究施設において、一定期間あた

りの生産能力がそれら事業のために費やされることが想定されます。その対応策として、遺伝子破壊マウスの作製に

活用できる動物実験施設を有する、塩野義製薬株式会社との間で研究施設の賃貸借契約を締結いたしました。 

これにより、今後予定している各種事業への対応と当社の事業計画において予定している生産能力の維持が可能と

なり、今後の開示系統数の増加にも対応した安定的に供給できる体制が構築できたものと考えております。 

 

委託先 契約締結日 委託業務の内容 

協和醗酵工業株式会社 平成15 年 2月 28日 遺伝子破壊マウスの作製・解析に関する業務 

財団法人化学物質評価研究機構 平成15 年 5月 15日 遺伝子破壊マウスの作製・解析に関する業務 

塩野義製薬株式会社 平成15 年７月８日 遺伝子破壊マウスの作製・維持に関する業務 

 

[2]自社による研究施設の設置について 

当社は当面の間、遺伝子破壊マウスの作製規模拡大について業務委託先の活用により対応を図る方針でありますが、

バイオ・テクノロジー業界における急速な研究の進展等が想定されることから、競合他社等との差別化の必要性等も

あり、早期に遺伝子破壊マウスの樹立数の拡大とともに遺伝子機能情報の蓄積が必要であると考えております。 

当社は現在、神戸市において自社による遺伝子破壊マウス事業にかかる研究施設の建設を計画しております。なお、

神戸市との間で、平成 15年 7 月 7 日付で設備投資計画を予定している神戸ポートアイランド第 2期地区パイロットエ

ンタープライズゾーンに係る土地賃貸借契約を締結しております。 

 

（6）会社の対処すべき課題 
当社の事業領域でありますバイオ･テクノロジー業界では、遺伝子情報に基づくゲノム創薬を行う製薬企業の市場規模

は拡大していくものと想定されております。このような環境下における、遺伝子機能解析分野の動向、当社の事業戦略及

び当社の対処すべき主要な課題等は以下のとおりであります。 

 

①遺伝子機能研究に係る動向について  

近年、いわゆる｢ヒトゲノム･プロジェクト｣以降、バイオ･テクノロジー業界は急速に変化しており、遺伝子構造解析

の段階から、遺伝子機能解析を進めることによりゲノム情報を用いた創薬、遺伝子治療、再生医療、テーラーメイド医

療といった分野の段階に進んでおり、ゲノム研究分野は急激な市場規模の拡大が見込まれております。同時に、業界へ

の参入も従来の製薬関連メーカーのみならず、テーラーメイド医療の材料を狙う繊維メーカー、発酵技術を持つ酒造メ

ーカー、バイオ・インフォマティクス分野での取組みが目立つＩＴ関連企業など幅広い広がりを見せております。 
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［1］ゲノム研究関連市場 

ゲノム研究の第一段階であるヒト、動物、植物、微生物等の塩基配列の解析は、2000 年 6 月に米国セレーラ・ジ

ェノミクス社が、｢ヒトゲノム｣の 90％を解読したと発表したことが象徴するように、一定の成果が達成されました。

この分野は、ヒト遺伝子の配列を解読した後も動物、植物、微生物等の各種について同様に解読する必要があるた

め、当社は今後も当面の間は存続するものと予想しておりますが、今後は解読された遺伝子配列をもとに、個々の

遺伝子の機能、さらには、その相互の関係を明らかにするための研究開発が盛んになっていくと考えられておりま

す。 

当社の事業は、この遺伝子の機能解析を行うツールとして遺伝子破壊マウスや抗体を供給していくものであり、

当該研究分野は、今後、大学の研究機関や製薬企業等を中心に一層進展するものと予想しており、これに伴い当社

をとりまく競争環境は一層激化するものと考えております。 

 

［2］治療薬(ゲノム創薬)市場 

遺伝子解析が進み、遺伝情報を持つ塩基配列とその機能が解析されると、検査のみならず、それを基に治療薬の

開発が可能となるものと考えられます。近年、大手製薬企業を中心に従来の医薬品開発の方法を転換し、ゲノム研

究を基に治療薬等を開発するプロジェクトを発足させており、当社が行う遺伝子破壊マウスの大規模作製により得

られる遺伝子機能情報の重要性は高まっているものと認識しております。 

 

 ②対処すべき主要な課題  

以上の当社を取り巻く遺伝子機能研究を巡る情勢ならびに動向を踏まえ、当社の対処すべき主要な課題は、上記の2.

経営方針(5)中長期的な会社の経営戦略と併せ、以下のとおりであります。 

 

[1]技術革新 

当社の遺伝子破壊マウス事業及び抗体事業は、いずれも技術の革新及び進歩の度合いが著しく速いバイオ･テクノ

ロジー分野に属しております。そのため、当社は熊本大学との共同研究において、人材を派遣すること等により、

技術革新に速やかに対応できる体制整備を図っております。 

 

[2]人員の確保 

当社は、遺伝子破壊マウス及び抗体を主な事業領域としていることから、事業を遂行していく上で、専門的知識

及び技術を有した人材の獲得及び養成とその定着を図ることが重要であると認識しております。特に、遺伝子破壊

マウス事業における遺伝子破壊マウス作製については、今後において作製規模を維持することが必要であり、一部

は外注による対応を行っておりますが、自社内での専門的知識及び技術を有した技術者の確保も必要となります。 

また、新たな技術開発や将来的な創薬分野への参入等においては、優秀な研究者が必要となります。 

 

[3]営業体制の強化 

当社の営業部門は、人員も未だ少人数であり、十分な体制を整えているとは言い難い状況であります。今後にお

いては、国内市場における更なる販売先の拡大及び海外市場への展開等もあり、バイオ･テクノロジー業界における

専門知識及びスキルを有した人材の採用等の営業力強化が重要であると認識しており、営業基盤の強化に向けて、

人員採用や育成及び技術部門との連携強化等の施策を講じております。 

 

[4]新たな販売先の開拓 

当社は現在、山之内製薬株式会社及び住友化学工業株式会社との契約に基づいて、遺伝子破壊マウスにかかる優

先的な情報の提供を行っております。また、当該 2 社に対して優先的に開示した遺伝子配列情報のうち、当該 2 社

が継続的な使用の許諾に至らなかった系統については、現在契約締結している国内外の製薬企業 6 社に加え、他の

製薬企業に対し非独占的に情報提供を行うことにより、当社の収益基盤の強化を図っていく方針であります。 
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[5]海外市場への展開 

当社の遺伝子破壊マウス事業において想定される販売先は、遺伝子機能の解析能力を有し、創薬開発に結びつける

ことのできる一定規模以上の製薬企業であると考えられます。したがって、国内における現状の当社事業拡大には限

界があるものと考えられます。 

また、バイオ･テクノロジー業界の中でも特にゲノムの分野では米国が先行しており、研究開発費の規模において

は欧米製薬企業を中心としたアライアンスの動きの活発化により、国内企業と比較してますます大きなものとなって

おります。 

当社においては、これらの状況から海外市場も視野に入れながら営業活動を行う方針であり、現在、海外製薬企業

の国内現地法人等に対する交渉も実施し、一定の成果を収めております。今後においても、引き続き海外市場を注視

した事業展開を継続する方針であります。 
 

[6]特許対応 

バイオ･テクノロジー関連業界、特に遺伝子関連事業においては、競合会社等に対抗していくためには特許権その

他の知的財産権の確保が非常に重要であると考えられます。 

当社は、遺伝子破壊マウス事業の根幹となる技術である効率的なマウス作製方法を他の企業に模倣されるのを抑止

する目的で、トラップベクター法を基盤とする特許を出願しております。 

また、遺伝子破壊マウスの大規模作製においては、積極的に成果を特許権として取得する方針であり、顧客である

製薬企業との契約にもこの方針を規定しております。製薬企業が、当社の提供する遺伝子破壊マウスの配列情報ある

いはマウスの表現型を詳細に解析すること等により明らかとなる遺伝子の機能に特許性が認められた場合、当社は製

薬企業と共同で特許出願を行う権利を有しており、場合によっては当社単独での出願も行う方針であります。 

さらに、当社は、当社の事業展開に影響を及ぼすであろうと考えられる特許あるいは民間企業・大学等が保有する

遺伝子破壊マウス関連特許について、当該特許の事業性、有用性、及び費用等を考慮し、ライセンス取得あるいは特

許権取得していく方針であります。 
 

[7]資金調達について 

当社は、遺伝子配列情報の安定的な提供を可能とする遺伝子破壊マウスの作製規模を維持することと研究開発体制

の更なる充実のため、一定の運転資金及び設備投資などの資金需要が予想されます。 

主な設備投資については、神戸市において自社研究施設の建設を計画しており、当該設備投資については、相応の

所要資金が必要となることを想定しており、資金調達手段の検討を進めております。 

 

[8]遺伝子破壊マウス事業の進捗状況 

当期における当社の遺伝子破壊マウス事業におきましては、平成13 年 12 月に山之内製薬株式会社及び住友化学工

業株式会社との間で各々締結した「遺伝子破壊マウスにかかる情報の優先的（排他的）提供に関する契約 」におけ

る遺伝子配列情報の開示からはじまる一連の収益獲得機会の中で、第 1段階の遺伝子配列情報の開示、第 2 段階であ

る表現型解析情報の提供、さらには第 3 段階である個別系統の継続的使用権許諾まで着実に進展してまいりました。 

また、平成15 年 10 月より当該 2社に対して優先的に開示した遺伝子配列情報のうち、継続的な使用の許諾に至ら

なかった系統については、現在までに国内外の製薬企業 6 社との間で契約を締結し、非独占的な情報の提供を開始す

ることができました。 

生産体制については、上記の遺伝子配列情報の安定的な提供を可能とする当該遺伝子破壊マウスの作製規模拡大の

ため、協和醗酵工業株式会社に加え、財団法人化学物質評価研究機構及び塩野義製薬株式会社との間で遺伝子破壊マ

ウスの作製及びそれに付帯する業務委託を開始しております。さらに、新たな自社研究施設の建設を目的として神戸

ポートアイランド第 2 期地区内のパイロットエンタープライズゾーンにおける優遇条件での用地借受けを内容とし

た賃貸借契約を神戸市と締結いたしました。 

以上のように当該事業におきましては、遺伝子配列情報の開示から表現型解析情報の提供等の一連の収益獲得機会

が着実に進展するとともに、遺伝子破壊マウスの大規模な生産を可能とする体制が整いました。 

これらにより、当期においては、上述のように基盤整備的な先行投資を行ったため、損失を計上しておりますが、

今後において当該事業は大幅な損益状況の改善が見込まれるものと認識しており、早期における当該事業の黒字化と

先行している研究開発投資の早期回収が実現できるものと考えております。 
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（7）コーポレート･ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社は、企業行動倫理が強く求められている今日において、透明性が高く、公正な経営を実現することを最優先に取り

組んでおります。当社は、監査役制度採用会社であり、コーポレートガバナンスの充実のために、取締役会の改革、監査

役の監査機能の強化、情報開示の高度化に取り組んでおります。 

具体的には、取締役会を毎月 1 回以上開催し、法令及び定款、取締役会規定の定めるところにより、会社の経営に関す

る重要事項を決定しております。また、監査役は常に取締役会に出席し、決裁書類の閲覧等を随時行っているほか、全部

署の業務の計画的な監査を実施しております。 

さらに、経営の透明性向上のため、IR 担当部署を設置し、株主および市場に対する適時開示の遂行と積極的な説明責任

を果たし、情報開示および IR機能の一層の充実を推進しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

なお、社外監査役が兼任している組織と当社との間に直接の取引はありませんが、社外監査役 1 名が代表取締役を務め

る会社が当社株式600,000 株（1.00%）を保有しております。 

 

（8）関連当事者との関係に関する基本方針 

関連当事者との取引は、原則として実施しない方針であります。 

株 主 総 会

取締役会【意思決定・監督】
取締役 3名

監査役会【業務監査】
監査役 3名

（うち社外監査役3名）

代表取締役社長 会計監査人【会計監査】

選任・解任

選任・監督

選任・解任

選
任
・
解
任

株 主 総 会

取締役会【意思決定・監督】
取締役 3名

監査役会【業務監査】
監査役 3名

（うち社外監査役3名）

代表取締役社長 会計監査人【会計監査】

選任・解任

選任・監督

選任・解任

選
任
・
解
任

株 主 総 会

取締役会【意思決定・監督】
取締役 3名

監査役会【業務監査】
監査役 3名

（うち社外監査役3名）

代表取締役社長 会計監査人【会計監査】

選任・解任

選任・監督

選任・解任

選
任
・
解
任
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３．経営成績及び財政状態 

 

（1）経営成績 

  ①当期の概況（平成 15年 4月 1 日～平成 16年 3月 31日） 
当期におけるわが国経済は、先行きに不透明感はあるものの、世界景気の明るい見通しを背景として企業収益の改善に

広がりが見られ、日経平均株価の上昇やアジア向けを中心とした輸出が緩やかに増加し始めたことから、一部に景気の変

化の兆しが見られ、景気は持ち直しの傾向を示しております。しかし、長期化するデフレのなか、雇用のミスマッチなど

の構造的要因から、完全失業率は引き続き高水準で推移しており、先行きに対する不透明感から消費者マインドは低調に

推移し、依然として厳しい状況下で推移いたしました。 

この状況のなか、当社の事業領域であります医薬品・バイオ関連業界においても、医療費抑制という事業環境の変化に

伴い、新薬の研究開発費を拡大させるべく、企業間のアライアンスはますます活発な動きを見せております。 

当期における当社の遺伝子破壊マウス事業におきましては、平成13年12月に山之内製薬株式会社及び住友化学工業株式

会社との間で各々締結した「遺伝子破壊マウスにかかる情報の優先的（排他的）提供に関する契約 」における遺伝子配列

情報の開示からはじまる一連の収益獲得機会の中で、第1段階の遺伝子配列情報の開示、第2段階である表現型解析情報の

提供、さらには第3段階である個別系統の継続的使用権許諾まで着実に進展してまいりました。 

また、平成15年10月より当該2社に対して優先的に開示した遺伝子配列情報のうち、継続的な使用の許諾に至らなかった

系統については、現在までに国内外の製薬企業6社との間で契約を締結し、非独占的な情報の提供を開始しております。 

生産体制については、上記の遺伝子配列情報の安定的な提供を可能とする当該遺伝子破壊マウスの作製規模拡大のため、

協和醗酵工業株式会社に加え、財団法人化学物質評価研究機構及び塩野義製薬株式会社との間で遺伝子破壊マウスの作製

及びそれに付帯する業務委託を開始しております。さらに、新たな自社研究施設の建設を目的として神戸ポートアイラン

ド第2期地区内のパイロットエンタープライズゾーンにおける優遇条件での用地借受けを内容とした賃貸借契約を神戸市

と締結いたしました。 

以上のように当該事業におきましては、遺伝子配列情報の開示から表現型解析情報の提供等の一連の収益獲得機会の段

階が着実に進展するとともに、新たに遺伝子破壊マウスの大規模な生産を可能とする体制が整いました。これらにより、

今後において当該事業は大幅な損益状況の改善が見込まれるものと認識しており、先行している研究開発投資の早期回収

に寄与するものと考えております。 

一方、抗体事業におきましては、従来から実施してきた国内外の研究者や研究機関等とのネットワークを拡大し、新規

発見タンパク質の収集を順調に進め、一部製品化も開始することができました。これにより、バイオ研究の基盤となる抗

体の作製を通じて、最先端の情報を蓄積し、ポストゲノム時代に対応できる環境を整備しております。 

また、平成14年度大学発事業創出実用化研究開発事業に採択された、当社が資金提供事業者である研究テーマ「高親和

性抗体産出GANP遺伝子導入マウスを用いた抗体医薬創出の基盤技術の開発」の受託研究についても一定の成果を得ること

ができました。なお、当社は、本技術に関する権利の独占的実施権を取得いたしております。 

以上のように当該事業におきましては、これまで蓄積してきた情報と遺伝子破壊マウス事業との相乗効果により、付加

価値を高め、他社との差別化を図ることで製薬企業等に対して、本技術のサブライセンス及びモノクローナル抗体を用い

た各種製品の単独または共同による開発、並びにモノクローナル抗体の作製受託・販売等を行っていく方針であります。 

以上の結果、当期の業績につきましては増収減益となり、売上高は574,870千円（前期比109.1％増）となりました。内

訳といたしましては、遺伝子破壊マウス事業は476,411千円（前期比193.7%増）、抗体事業は98,458千円（前期比12.7%減）

であります。 

損益につきましては、遺伝子破壊マウスの大規模作製にともなう先行的な支出を含めた研究開発費を1,194,522千円（前

期は561,059千円）計上した結果、営業損失は1,467,787千円（前期は898,999千円の営業損失）となりました。 

また、経常損失は1,469,776千円（前期は944,853千円の経常損失）、当期純損失は1,475,807千円（前期は948,023千円の

当期純損失）となりました。 

 

② 研究開発の状況 

当期における研究開発費の総額は1,194,522千円で、前年同期比212.9%の増加となりました。 

 

（遺伝子破壊マウス事業） 

当該事業における研究開発活動として、遺伝子破壊マウス作製及び当該遺伝子破壊マウスの配列情報の解析を自社の研

究施設及び業務委託先の動物実験施設において実施しております。また、それに必要な技術の取得と人材育成は、熊本大
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学との共同研究により実施しております。また、以上の研究開発活動をより効率的に行うため、マウス生産管理及び系統

管理システム等の開発を継続的に実施しております。 

なお、当該事業における当期の研究開発費は1,121,965千円であります。 

 

（抗体事業） 

当該事業における研究開発活動は、主に、大学の医学部研究室や公的研究機関などにより発見されたタンパク質（抗原）

の提供を受け、基礎研究用試薬である抗体を開発、製造することであります。 

平成14 年度大学発事業創出実用化研究開発事業に採択された、当社が資金提供事業者である研究テーマ「高親和性抗

体産出GANP遺伝子導入マウスを用いた抗体医薬創出の基盤技術の開発～エイズ治療薬をモデルとして～」など受託研究

を実施し、一定の成果を得ることができました。 

なお、当該事業における当期の研究開発費は72,557千円であります。 

 

③次期の見通し（平成16年4月1日～平成17年3月31日） 

近年、いわゆる｢ヒトゲノム･プロジェクト｣以降、バイオ･テクノロジー業界は遺伝子構造解析の段階から、遺伝子機能

解析を進めることによりゲノム情報を用いた創薬、遺伝子治療、再生医療、テーラーメイド医療といった分野の段階へと

進んできており、今後、ゲノム研究分野は急激な市場規模の拡大が見込まれます。 

こうしたなか、当社は、平成 13 年 12 月に山之内製薬株式会社及び住友化学工業株式会社との間で各々締結した「遺伝

子破壊マウスにかかる情報の優先的（排他的）提供に関する契約 」における第1 段階である遺伝子配列情報の開示数の増

加を図るとともに、当該 2 社の依頼に対し、第 2 段階である表現型解析情報を迅速に提供することにより、第 3 段階であ

る個別系統の継続的使用権許諾までを着実に進めていき、さらには当該系統の研究成果に関する特許の共同出願による知

的財産権の取得、かかる知的財産権によって保護された研究成果を用いて臨床試験に進んだ場合のマイルストンフィーの

受領、さらに医薬品として上市された場合のランニングロイヤリティの受領という、一連の収益獲得機会を確実なものと

することを重要課題と考えております。 

また、当該 2 社に対して優先的に開示した遺伝子配列情報のうち、当該 2 社が継続的な使用の許諾に至らなかった系統

については、現在までに契約締結した国内外の製薬企業 6 社に対し非独占的に情報提供を行うとともに、新規契約先を増

加させるべく積極的に営業活動に取り組んでまいります。 

さらに、各製薬企業に対して非独占的に提供した遺伝子配列情報のうち、継続的な使用の許諾に至らなかった系統につい

ては、個別系統ごとに遺伝子破壊マウスの使用権を許諾し、大学や研究機関の基盤研究に役立つ有用なツールを提供するこ

とで、当社の収益基盤の強化を図っていく方針であります。 

一方、生産能力については、予定していた規模をほぼ確保することができ、遺伝子破壊マウスの作製系統数の増加が期待

され、研究開発費についても生産体制がほぼ整ったことから、次期は当期水準で推移するものと考えており、遺伝子配列情

報の開示数の拡大とともに損益の改善が見込まれます。 

従いまして、平成17 年 3 月期（平成 16年 4 月 1 日～平成17 年 3 月 31日）通期の業績見通しは、売上高1,260 百万円、

経常損失 960 百万円、当期純損失 972 百万円を見込んでおります。 

 

(2)財政状態 
① キャッシュ・フローの状況 

当期における当社の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期と比較して1,621,556千円減少し、929,401

千円となりました。 

当期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 
 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は1,478,870千円（前期は1,001,686千円の使用）となりました。これは主に研究開発費に

よる支出を要因として税引前当期純損失1,472,297千円を計上したことによるものであります。 
 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は152,480千円（前期は686,000千円の使用）となりました。これは主に関係会社株式の取

得による支出73,000千円及び遺伝子研究用設備等の固定資産の取得による支出94,685千円によるものであります。 
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は9,794千円（前期は3,726,203千円の調達）となりました。これはストックオプションの

権利行使に伴う株式の発行によるものであります。 

 

② キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 第5期 第6期 

自己資本比率（％） 81.2 70.9 

時価ベースの自己資本比率（％） 243.0 367.3 

債務償還年数（年) - - 

インタレスト・カバレッジ・レシオ - - 

(注) 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

1. 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算定しております。 

2. 第5期及び第6期では、営業キャッシュ・フローがマイナスのため、債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオ

は算定しておりません。 
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４．当事業内容に関する特別記載事項 
 
 以下において､当社の事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しており
ます｡また､必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても､投資者の投資判断上､重要であると考えられる事

項については､投資者に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示しております｡なお､当社は､これらのリスク発生の

可能性を認識した上で､発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが､本株式に関する投資判断は､本項

及び本書中の本項目以外の記載内容も併せて､慎重に検討した上で行われる必要があると考えております｡また､以下の記

載は本株式への投資に関連するリスクすべてを網羅するものではありませんので､この点にご留意ください｡ 

 

1．当社の事業内容等について 

(1)当社の設立経緯について 
当社は、熊本県の産学官連携推進事業である｢生命科学の拠点 くまもとづくり｣を背景として、熊本大学からの技術協力

及び技術移転、熊本県行政の新産業･新技術育成支援機関である財団法人熊本テクノポリス財団(現 財団法人くまもとテク

ノ産業財団)及び財団法人熊本県起業化支援センター等の支援を受け、産学官連携型企業として設立されております。 

当社は、平成9年5月から約１年間の設立準備期間を経て、平成10年4月に株式会社クマモト抗体研究所として設立され、

タンパク質の機能解析等において基礎研究用試薬(※1)として用いられる「抗体」の開発･製造･販売(抗体事業)を開始して

おります。加えて、平成12年4月において、遺伝子機能解析用の研究素材である「遺伝子破壊マウス」の作製及び遺伝子情

報販売(遺伝子破壊マウス事業)に進出し、これを機に商号を株式会社トランスジェニックに変更しております。 

 

(2)当社事業の背景について 
ヒトの全遺伝情報の解明を目指す、いわゆる｢ヒトゲノム・プロジェクト(※2)｣は大きく２つの研究領域に分けることが

でき、遺伝子(※3)の配列や総数を解析することを目的とした｢遺伝子構造解析領域｣と、生体内における遺伝子のそれぞれ

の機能及び役割を詳細に解析することを目的とした｢遺伝子機能解析領域｣とに区分されます。 

1990年代からの欧米を中心としたゲノム研究の急激な進展にともない、｢遺伝子構造解析領域｣の研究はほぼ終了の域に

達したといわれており、今後においては、いわゆる｢ポストゲノム｣と呼ばれる｢遺伝子機能解析領域｣に研究の重点が移行

しつつあるといわれております。この遺伝子機能解析の結果として得られる遺伝子情報については、未解明なヒトの生体

メカニズムや病気の発症過程の解明に貢献し、効率的な医薬品開発や再生医療等に結びつくものと期待されております。 

ヒトの遺伝子の総数は約3万6千個、また、遺伝子が生体内で作り出すタンパク質の総数は約10万個以上と、それぞれ推

定されておりますが、その機能の多くは解明されていないのが現状であります。当社は、遺伝子情報に基づいて研究及び

医薬品開発を行う製薬企業等を対象として、｢遺伝子機能解析領域｣において必要とされる遺伝子破壊マウス及び抗体につ

いて、研究素材として供給を行うことを目的として事業を展開しております。 

当社の遺伝子破壊マウス、抗体の必要性及び需要等についての認識は、以下のとおりであります。 

 
①遺伝子破壊マウスについて 

遺伝子破壊マウスとは、人為的に特定の遺伝子の機能を停止させたマウスであり、遺伝子機能を停止させたマウスにおい

て生じる個体(全身)レベルでの変化をもって、目的遺伝子の生体内での機能を解析する目的に利用されております。マウス

の全遺伝子の約 95%はヒト遺伝子と共通であるといわれ、遺伝子破壊マウスを作製することにより、遺伝子配列及び細胞レ

ベルの解析では想定されなかった表現型(※4)が出現し、新しい遺伝子機能が明らかとなる事例も生じていることから、遺

伝子破壊マウスを用いた研究は、遺伝子機能を解析する上で有効なアプローチ方法のひとつであるものと考えられておりま

す。しかし、遺伝子破壊マウスは、その作製の難易度、効率及びコスト等の要因から、十分な供給がなされていない状況で

あるものと考えられます。 

 

②抗体について 

抗体とは、特定のタンパク質(抗原)に対して特異的に反応する特徴をもつ物質であり、タンパク質の細胞及び組織での機

能、発現(※5 )量、分布、生理、相互作用等の解析において、主に診断薬や研究用試薬として汎用されております。例えば、

特定の疾病の細胞にだけ存在すると考えられるタンパク質が発見された場合においては、このタンパク質に反応する抗体を

開発することにより、当該疾病を有する細胞の検査や研究が可能となります。 

近年においては、医学などの急速な発展、遺伝子構造解析や遺伝子操作技術の進展等により、疾病に関わりのある未知の

生体内タンパク質の研究活動等が進められており、これに伴い、主に医学、生物学の基礎研究等においては、タンパク質の



 - 13 - 

生理的な役割、増減、分布及び変化を分析し、特定のタンパク質を細胞内や体液中で検出するための抗体の必要性は高まる

傾向にあるものと考えられます。 

 

(3)遺伝子破壊マウス事業について 
当該事業においては、遺伝子破壊マウス作製及び当該マウスにかかる遺伝子機能情報等の提供を行っております。 

当社は、平成11年5月には熊本大学との共同研究として、｢遺伝子破壊マウスの効率的作製法に関する研究｣を実施し、同

大学の山村研一教授(現在当社取締役を兼務)らが開発した｢トラップベクター及びこれを用いた遺伝子トラップ法(以下、

可変型遺伝子トラップ法という)｣の技術導入を図るとともに、平成12年4月には財団法人熊本テクノポリス財団 

(現財団法人くまもとテクノ産業財団)により出願された特許(出願番号：特願2001－511198、後述7.－(2)を参照)の譲渡

を受け、平成12年4月より当該事業を開始しております。 

 

①｢可変型遺伝子トラップ法｣について 

マウスの遺伝子の約 95%はヒトと共通のものであると推定されており、遺伝子機能解析においてはマウスを用いた研究が

多く進められております。また、効果的に遺伝子破壊マウスを作製する方法についても研究が進められており、現在はその

主な作製方法として、変異原物質法(※6)、相同遺伝子組換法(※7)、遺伝子トラップ法の３つの方法が用いられております。 

中でも、遺伝子トラップ法は、トラップベクター(※8)と呼ばれる遺伝子断片を ES 細胞(※9)に導入し、遺伝子をランダ

ムに破壊した後、キメラマウス(※10)を作製し、その子孫から遺伝子破壊マウスを得る方法であります。当社が遺伝子破壊

マウス作製に用いる｢可変型遺伝子トラップ法｣は、トラップベクターに loxP(※11)の変異配列を導入して考案されたもので

あり、その主な特徴は以下のとおりであります。 

a) 遺伝子の先頭付近に存在するプロモーター(※12)下流に遺伝子トラップベクターが挿入された場合に効果を発揮する

仕組みとなっており、当該遺伝子の機能停止が十分であること 

b) 破壊した遺伝子の特定が可能であること 

c) 当該手法においては破壊される遺伝子はランダムであるものの、異なる遺伝子を破壊したマウスの大規模作製が可能

であること 

d) レポーター遺伝子(※13)により破壊された遺伝子の発現部位の解析が行えること 

以上、当社は、遺伝子機能解析にスピードが求められる環境下では、従来手法における問題を克服した｢可変型遺伝子ト

ラップ法｣による遺伝子破壊マウス作製が有効であると認識しておりますが、ｲ)理論上、作製可能とされる系統(※14)数は

ES 細胞で発現している遺伝子(約 20,000 系統程度と推定)に限定されること、ﾛ)トラップベクターの挿入場所が完全にラン

ダムである保証はなくホットスポット(※15)が存在する可能性があることなど、今後、改善または対応すべき事項が存在す

ることも認識しております。これらの問題等への対応に加え、遺伝子分野の研究は日々新たな技術の発見や展開が進んでい

ることから、当社の有する技術の優位性が引き続き維持できる保証はありません。 

 

②山之内製薬株式会社及び住友化学工業株式会社との取引 

当社は、平成 13 年 12 月において、山之内製薬株式会社との間及び住友化学工業株式会社との間で、遺伝子破壊マウス

にかかる情報の優先的(排他的)提供に関する契約を締結しております。当該契約は、当社が作製する最初の 1,000 系統の

遺伝子破壊マウスについて、破壊されたマウス遺伝子の配列情報を優先的に閲覧する権利(1 社当たり500 系統を優先的に

閲覧する権利に加えて、山之内製薬株式会社または住友化学工業株式会社の一方が閲覧後に表現型解析に至らなかった配

列情報を次順位にて他方が閲覧する権利を含む)を付与するものであり、当社は平成 14 年 3 月より個別系統の遺伝子配列

情報の開示を開始しております。 

当該契約に基づく 2 社に対する優先的開示の対価は、契約締結時、250系統開示完了時及び 500 系統開示完了時の3 段階

に分けて受領するものであり、当該契約金額の合計は 2 社で 1,000 百万円でありますが、当該契約が途中で終了した場合

にはその全額の支払いを受けられないことがあります。 

当社が山之内製薬株式会社との間及び住友化学工業株式会社との間で締結している各々の契約に基づく取引の流れ(概

要図)は以下のとおりであります。 
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 [山之内製薬㈱及び住友化学工業㈱との取引概要図 ] 
 

 
当社より開示された遺伝子配列情報は、各社においてバイオ･インフォマティクス(※16)等の活用により解析し、開示後

一定期間検討し、各系統について詳細なデータを必要とするか否かを判断します。詳細なデータを必要とする系統につい

ては、当社が有償にて表現型解析を受託し当該データを提供します。当該 2 社は、表現型解析データの受領後一定期間再

度検討し、この結果、各社が医薬品開発等に有用であると判断した系統については、有償にて当該系統の継続的使用権を

許諾することとしております。 

当社からの継続的使用権の許諾に基づき、当該 2 社は当該遺伝子(あるいはマウス)にかかる研究を行うこととなります

が、その過程で得られた成果については当社と共同で特許出願し、知的所有権を持ち合うこととしており、この特許で保

護された成果を用いて臨床試験に進んだ場合にはマイルストンフィー(※17)を、更に、医薬品として上市された場合には

ランニングロイヤリティ(※18)を、当社が受領できる旨が当該契約において規定されております。 

現時点においては、表現型解析及び個別系統の継続的使用の依頼が一定件数はあるものの、今後においてどの程度が各

段階に進行するかを予測するのは困難であります。なお、継続的使用権の許諾については当該 2 社における独自の判断に

よるものであり、当該 2 社が表現型解析の結果から有用であると判断した個別系統について、すべての継続使用を希望す

る保証はなく、また、当社においては、共同での特許出願は費用対効果を考慮し行う方針であり、当該権利を売却する可

能性もあります。 

なお、当該2 社との契約については、各社250系統ずつを閲覧した段階から本契約を解約できることとなっております。

従って、当社が開示する遺伝子情報について各社の研究活動において有用ではないと判断された場合、当社の方法とは異

なるより効率的に遺伝子情報等を入手する手段が確立された場合、または当社の遺伝子情報開示に重大な支障が生じた場

合等において契約解除等の状況が生じた場合には、当社事業に重大な悪影響が及ぶ可能性があります。 

また、当社は、当該契約(1,000 系統)終了後においても、当該 2社及びその他の企業等を対象として遺伝子破壊マウスに

かかる遺伝子情報の販売を継続する方針でありますが、上記またはその他要因により、当社が希望する契約を締結できる

保証はなく、この場合においても当社事業に重大な悪影響が及ぶ可能性があります。 
 

(4)抗体事業について 

当該事業においては、抗体の開発、製造及び販売を行っております。当社は、主に、大学の医学部研究室や公的研究機

関等(以下、研究機関等という)により発見されたタンパク質の提供を受け、基礎研究用試薬である抗体を開発し、これら

研究機関等に対して無償で提供しております。その一方、当社は研究機関等から抗体の販売許諾を受け、発表された論文

を販売活動に活用しております。加えて、研究機関等との共同研究形態による受託事業も実施しており、当社が販売する

抗体数の拡大を図っております。平成16 年 3 月末日現在においては、79品目の抗体を基礎研究用試薬等として販売してお

ります。また、一部においては製薬企業等より個別に抗体の作製受託も行っております。 

 

当    社 

山之内製薬㈱及び住友化学工業㈱ 

配列情報 
の開示 

個別系統にかかる 
継続的使用権許諾 

共同による 
特許出願 

表現型解析の 
依頼及び開示 

ﾏｲﾙｽﾄﾝﾌｨｰ及び 
ﾗﾝﾆﾝｸﾞﾛｲﾔﾘﾃｨの支払 
ﾘﾃ 

ﾊﾞｲｵ･ｲﾝﾌｫﾏﾃｨｸｽ等
によるｽｸﾘｰﾆﾝｸ  ゙

個体における 
疾患症状の検

各社における基礎研究 
及び創薬研究 等 

臨床試験 
段階 

医薬品 
の販売 

遺伝子破壊 
マウスの作製 

表現型解析 
の受託 

個体マウス 
の提供 
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①抗体の商品性について 

一般に抗体の使用分野は、基礎研究用試薬、臨床診断薬(※19)及び医薬品(※20)の 3 分野に分類され、当社が主として

開発及び販売する抗体は、基礎研究用試薬に該当します。基礎研究用試薬は、一般的に市販されている医薬品と異なり、

ユーザー(顧客)が研究機関や製薬企業等に限られており、専門性も高いことから品目によっては需要がきわめて限定され

ているものもあり、抗体の商品性については必ずしも一律ではありません。 

   

②権利関係等について 

当社の抗体開発について、タンパク質の提供者である研究機関等と共同研究契約を締結している場合には、当社が負担

すべき費用と研究成果に関する権利関係が当該契約の中で規定されております。また、共同研究契約によらないものにつ

いては、タンパク質の提供者と当該抗体を製造、販売することについて独占的実施許諾契約を締結し、販売金額に応じて

実施許諾料を支払う場合があります。 

 

２．当社の事業体制等について 
(1)熊本大学からの技術導入及び移転について 

当社は、設立当初より、熊本大学との共同研究において、当社研究員を派遣し、遺伝子破壊マウス事業及び抗体事業に

必要とする技術導入及び移転を行っております。 

遺伝子破壊マウス事業においては、同大学との共同研究により、遺伝子破壊マウスの効率的作製、破壊遺伝子の解析、

マウスの精子及び胚の保存等にかかる一連の技術を確立してまいりました。また、抗体事業においても、同大学との共同

研究により、抗体作製等の技術及びノウハウの蓄積を図ってまいりました。 

このように、当社事業において必要な技術及びノウハウの多くは、当該共同研究において培われたものであり、同大学

から技術導入及び移転を目的として、継続して共同研究を実施してまいりました。このことから、当社の研究開発活動に

おいて、同大学との共同研究は必要不可欠なものであり、その依存度は極めて高いものとなっておりましたが、現時点に

おいては、同大学からの当社事業に関する基本技術の移転はほぼ終了しており、当該時点までに導入及び確立した技術を

用い、当社独自で事業を継続することが可能であると認識しております。 

また、当社は、当社事業に関する新たな技術の導入及び移転を目的として同大学との共同研究を継続して実施する方針

であります。しかしながら、共同研究にかかる契約が単年度ごとの契約であり、契約更新が困難となった場合または解除

その他の理由により契約が終了した場合において、当社事業に関する新たな技術の導入及び移転に影響を与える可能性が

あります。 

なお、現時点において、平成 17 年 3 月期(平成 16 年度)においては、遺伝子破壊マウス事業において、熊本大学との間

で下記の共同研究契約を締結しております。 
 

研  究  題  目 共  同  研  究  者 

遺伝子トラップベクターを用いた遺伝子破壊マウス及び遺伝子導入マウス作製 

方法に関する共同研究 

山 村 研 一 

( 発生医学研究センター教授 ) 

遺伝子破壊マウスの精子及び胚凍結方法に関する研究 
中 潟 直 己 

(生命資源研究・支援センター教授) 

 

(2)業務のアウトソーシングについて   

当社は、熊本大学から導入及び移転した技術を事業基盤として事業を構築しており、アウトソーシング先を有効活用す

ることにより、事業効率の向上及び事業規模の拡大を図ることを基本方針としております。 

 

①遺伝子破壊マウスの作製委託について 

当社の遺伝子破壊マウス事業における遺伝子破壊マウスの作製は、自社研究施設において、ES 細胞へのトラップベクタ

ー導入からマウス個体としての系統樹立の確認までの一連の工程を実施しております。現在、当該施設において、一定期

間あたりの生産能力もほぼ上限となっていることから、遺伝子破壊マウスの作製に活用可能な施設を有する企業等への生

産委託について交渉を進めてまいりました。現在、当社は、協和発酵工業株式会社との間で、平成 15 年 2 月 28 日付で遺

伝子改変マウス動物試験の委受託業務実施に関する契約を締結し、さらに、当期においては、平成 15 年 5 月 15 日付で財
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団法人化学物質評価研究機構との間で遺伝子破壊マウスの生産・解析に関する業務の委受託契約を締結し、加えて平成 15

年 7 月 8 日付で塩野義製薬株式会社との間で遺伝子破壊マウスの作製・維持に関する業務の委受託契約を締結し各社にお

いて業務委託を実施しております。 

当該3 社への業務委託については、当社において ES細胞へのトラップベクター導入及び配列解析を行った上で、ES 細胞

のマウスへの移植、遺伝子破壊マウスの系統樹立及び凍結保存までの一連の工程の全部またはその一部を委託しておりま

す。 

当社の遺伝子破壊マウス事業における遺伝子破壊マウスの作製に関して当該 3 社との業務委託契約は、重要性が極めて

高いものとなっております。従って、当該委託先の経営状態、生産能力、品質管理能力その他の理由により、適切な時期

に委託業務が完了することができない場合、委託業務の品質に問題が生じた場合、委託先との契約が解除その他の理由に

より終了した場合、または当社とこれら委託先との関係に変化が生じた場合、当社の事業戦略や経営成績に悪影響を及ぼ

す可能性があります 

  

②表現型解析等の委託について 

当社の遺伝子破壊マウス事業においては、前臨床(動物)試験の研究受託事業を行う株式会社パナファーム･ラボラトリー

ズに対して、遺伝子破壊マウスの飼育及び表現型解析業務を委託しており、現時点における業務委託先としての重要度は

高いものとなっております。 

当社は、平成 13年 11月において、同社との間で 10年間の長期契約を締結しており、熊本県宇土市の同社敷地内に当社

専用の研究施設を竣工するとともに、動物の飼育管理、飼育機材の洗浄、施設の維持などの業務委託を行っております。

当該契約においては、当社もしくは同社の一方が契約期間満了前に本契約の中止を相手方に申し入れた場合には、相手方

は契約費用の残金を上限として賠償を請求できることとなっております。なお、平成16 年 3 月末日現在における当該契約

費用の残額は429,187 千円となっております。 

また、当社の委託先としては、同社に加えて、遺伝子破壊マウスの精子及び胚の凍結保存業務を委託しているアーク・

リソース株式会社等があり、これら委託先の経営状態、生産能力、品質管理能力その他の理由により、適切な時期に委託

業務が完了することができない場合、委託業務の品質に問題が生じた場合、委託先との契約が解除その他の理由により終

了した場合または当社とこれら委託先との関係に変化が生じた場合、当社の事業に影響を及ぼす可能性があります。 

 

３．大学等との関係について 
(1)国立大学法人と民間企業の関係について 

当社は、熊本大学から当社事業に関する新たな技術導入及び移転を目的として、同大学との共同研究を実施しており、

今後も良好な関係を維持していく方針であります。なお、昨今の国立大学と民間企業との関係としては、大学等から生じ

た研究成果の産業界への移転を促進し、産業技術の向上及び新規産業の創出を図るとともに、大学における研究活動の活

性化を図ることを目的とした、｢大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律(TLO 法)｣

施行等により、一層透明度の高い関係が求められております。 

また、国立大学については、平成15 年 7 月 16 日に「国立大学法人法」が交付され、同年 10月 1 日に施行されており、

これに基づき平成16 年 4 月 1日に国立大学法人が設立されております。これにより国立大学は国立大学法人として、各大

学の裁量が拡大され、特色ある教育や研究を進めることが可能になる一方で、独立採算を前提として効率的な大学運営に

あたり民間企業的な経営手法等も求められることとなります。また、国立大学法人で生じた知的財産等の取扱いも原則と

して機関帰属の方針が示されており、従来の枠組みに変化が生じることが想定されております。 

当社と国立大学法人との関係においては、従来より共同研究にかかる費用負担の明確化等の対応を進めており、今後の

変化に伴う重大な影響が生じる可能性は低いものと認識しております。しかし、法整備はなされたものの、今後において

大学の新たな枠組みがどの様に運営されていくかは、現時点において明確ではなく、場合によっては新たな費用発生や各

種対応を迫られる可能性があります。当社においては、適宜対応を図っていく方針でありますが、当該変化により当社の

事業が影響を受ける可能性があります。 

 

(2)共同研究による成果の帰属について 

当社は、国立大学法人との間で実施する共同研究については、大学所定の共同研究契約を締結しております。当該契約

においては、発明が生じた場合についての規定が定められており、これによると、独自に大学教官または当社社員が発明

を行った場合、相手方の同意を得て特許出願することと規定されており、共同発明による場合は持分を規定して共同出願
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を行うこととされております。一方、当該契約においては、発明以外の成果についての所有権または知的財産権の帰属は

明確に規定されていないことから、発明以外の成果に関する取扱いが制限される可能性もあり、その場合には当社の事業

に影響が及ぶ可能性があります。 

 

４．組織体制について 
(1)特定人物への依存について 

当社取締役(非常勤)である山村研一は、熊本大学発生医学研究センターの教授であり、研究者として、当社の遺伝子破

壊マウス事業の根幹となる｢可変型遺伝子トラップ法｣を開発した人物でもあります。同氏は、当社が同大学との共同研究

により技術導入を実施していることもあり、当社の研究開発活動においても重要な位置付けを有していることや、同氏が

有する人脈の活用及び同氏が当社事業に関与していることによる対外的な信用力の向上などが、当社において有用である

こと等から、当社取締役に招聘したものであり、現在その依存度は高いものとなっております。当社は、共同研究による

技術導入、技術移転や人員拡充、育成等により研究開発体制の強化を図っておりますが、何らかの理由により同氏の当社

業務の遂行が困難となった場合、当社の研究開発活動や事業戦略に重大な影響を与える可能性があります。 

なお、同氏は、国家公務員として人事院より兼業の承認を得た上で、平成 14年 5月 1 日付で当社の子会社とした株式会

社ユージーンにおいても取締役に就任しており、また、平成 14 年 8 月 1 日付で当社取締役に就任しておりますが、「人事

院規則 14-18（国立大学教員等の研究成果活用企業の役員等との兼業）」の規定に基づき、当社の業務執行等については一

定の制限を受けております。 

 

(2)小規模組織であることについて 

当社は、平成 16年 3月末日現在、役員 6 名及び従業員 77名(出向者6 名含む)と組織としては小規模であり、内部管理

体制もこのような組織規模に応じたものとなっております。今後においては、事業拡大に伴い、人員の増強及び内部管理

体制の一層の充実を図る方針であります。しかし、当該業務拡大により人員増加が進んだ場合、適切かつ十分な組織的対

応が出来るか否かは不透明であり、当該機能が低下する可能性があります。 

また、現在、当社の事業所は、本社・研究施設を熊本県益城町に置き、熊本県宇土市に研究施設を設置するほか、営業

拠点として東京都品川区に東京支店、財務拠点として福岡市に福岡支店を設置しております。このように、当社の事業所

が異なる場所に分散して設置されているため、情報端末の活用や定期的な各部署責任者の出席による会議の実施など、役

職員の意思疎通やその他の業務効率性に与える影響を最小にすべく対処しておりますが、これらが十分に機能しなかった

場合には、当社の事業推進に支障を与える可能性があります。 

 

(3)人員の確保について 

当社は、今後の事業拡大を想定しており、これに伴い次の優秀な人材の確保が必要であると認識しております。また、

新株予約権付与等によるインセンティブ制度を活用し、引き続き、当社事業において必要となる優秀な人材の獲得及びそ

の定着を図る方針であります。しかし、仮に計画通り進まない場合、人員の増加は固定費の増加要因となり当社の業績を

押し下げる可能性があり、一方で人員の確保が当社の計画通りに進むという保証はなく、いずれの場合においても当社事

業推進等に支障が生じ、当社の事業戦略や経営成績等に悪影響を及ぼすおそれがあります。 

 

①研究員等の確保について 

当社は、遺伝子破壊マウス及び抗体を主な事業領域としていることから、事業を遂行していく上で、専門的知識及び技

術を有した人材の獲得及び養成とその定着を図ることが重要であると認識しております。特に、遺伝子破壊マウス事業に

おける遺伝子破壊マウス作製については、今後において作製規模を維持することが必要であり、一部は外注による対応を

行っておりますが、自社内での専門的知識及び技術を有した技術者の確保も必要となります。 

また、新たな技術開発や将来的な創薬分野への参入等においては、優秀な研究者が必要となります。 

一般に、バイオ･テクノロジー分野に精通した人材は限られていることから、当社事業に必要な有能な人材を継続的に確

保することが困難となる可能性があり、当社事業拡大の制約要因となることから、当社の事業戦略や経営成績に影響を及

ぼす可能性があります。 
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②営業体制の強化について 

当社の営業部門は、人員も未だ少人数であり、十分な体制を整えているとは言い難い状況であります。今後においては、

国内市場における更なる販売先の拡大及び海外市場への展開等もあり、バイオ･テクノロジー業界における専門知識及びス

キルを有した人材の採用等の営業力強化が重要であると認識しており、営業基盤の強化に向けて、人員採用や育成及び技

術部門との連携強化等の施策を講じております。 

しかし、その効果については不明確であり、十分な成果が上がるという保証はありません。また、営業力強化が当社の

計画どおりに進まなかった場合、当社の事業戦略や経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(4)子会社及び関連会社について 

①株式会社ユージーンについて 

 当社は、平成14 年 5 月 1日付で株式会社ユージーンを株式交換により子会社としております。同社は、山村研一(熊本大学

教授、当社及び同社取締役を兼業)らが中心となり、科学技術振興事業団の｢新規事業指向型研究開発成果展開事業(プレ･ベン

チャー事業)｣に採択された｢ジーン･トラップ･プロジェクト｣を前身としております。 

同プロジェクトは、当時、熊本大学において基本技術段階であった｢可変型遺伝子トラップ法｣を用いて、遺伝子破壊マウス

作製から表現型解析までの一連の技術効率化及び標準化を目的とした研究活動を行ったものであり、平成11 年 10 月より平成

14 年 3 月までを研究開発期間とし、総額約 300 百万円の研究開発費の援助を受けて実施されたものであります。 

同社は、プレ･ベンチャー事業の主旨に基づき、当該研究開発活動の成果をもって、期間終了を前に平成 13 年 10 月に設立

されております。当社は、当社取締役に山村研一の招聘を決定したことに伴い、同社が保有する技術及びノウハウ等の取り込

み及び外部への流失回避を目的として、同社を子会社化しております。 

 当社は上記のとおり、株式会社ユージーンを子会社化しておりますが、今後においては同社を、当社グループにおける研究

部門として位置付け、遺伝子破壊マウスの効率的な作製法に関する研究及び新規事業分野の研究活動等の事業展開を行ってい

く方針であります。 

 しかし、現時点において同社における人的資源の確保及び研究体制の整備状況等は十分ではなく、具体的な事業開始には至

っておらず、今後において当社が意図する事業展開が行える保証はありません。 

 

②株式会社エコジェノミクスについて 

当社は、平成15年 7月 11日に電源開発株式会社と合弁にて株式会社エコジェノミクスを設立し、関連会社としております。

当社は同社に対して 35％の出資(資本金100 百万円)を行うとともに、是石匡宏（当社代表取締役社長）及び田中淳（当社取締

役）が同社の取締役を兼務しており、研究員3 名が出向しております。 

同社が事業目的としております、環境ホルモン(※21)を中心とする化学物質の評価に適したバイオマーカー遺伝子を利用し

た DNA マイクロアレイの開発については、現時点において研究体制は整備されておりますが、これを用いた測定業務の受託及

び簡易型測定キットの製造販売についての市場性が確保される保証はありません。 

 

③株式会社イムノキックについて 

当社は、平成16 年 3 月 1日に熊本大学の阪口薫雄教授(熊本大学教授、同社取締役を兼業)らとの共同出資にて株式会社イ

ムノキックを設立し、関連会社としております。当社は、同社に対して 30%の出資（資本金 10百万円）を行うとともに、是石

匡宏（当社代表取締役社長）が取締役を兼務しております。同社は、財団法人くまもとテクノ産業財団が新エネルギー・産業

技術総合機構（NEDO）の「平成 14年度大学発事業創出実用化研究開発事業」に申請し、採択された研究テーマ｢高親和性抗体

産生GANP遺伝子導入マウスを用いた抗体医薬創出の基盤技術の開発｣の実用化研究開発の成果を特許出願し、同社は本技術の

権利を譲り受け、事業化する目的でされたものです。 

また、当社は同社より本技術についての独占的実施権を取得しており、今後において、製薬企業等に対する本技術のサブラ

イセンス、モノクローナル抗体（※22）を用いた各種製品の単独または共同による開発、並びにモノクローナル抗体の作製受

託・販売等を行っていく計画であります。しかし、現時点においては、営業活動及び研究体制等を整備している段階であり、

上述の事業展開について、市場性が確保される保証はありません。 
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５．経営成績等の推移等について 
(1)過年度における業績推移について 

 当社の直近３ヵ年における経営成績等の推移は以下のとおりであります。 
                                      （単位  （単位：千円） 

回 次 第 4 期 第 5 期 第 6 期 

決算年月 平成14 年 3 月 平成 15 年 3月 平成16 年 3 月 

売 上 高 193,712 274,962 574,870 

売 上 総 利 益 141,373 188,870 377,894 

営 業 損 益 △ 621,925 △ 898,999 △1,467,787 

経  常   損   益 △ 626,988 △ 944,853 △1,469,776 

当 期 純 損 益 △ 635,070 △ 948,023 △1,475,807 

資 本 金 793,500 2,404,723 2,414,022 

純 資 産 額 513,617 3,326,264 1,851,070 

総 資 産 額 1,320,711 4,094,541 2,620,177 

 

 平成 14年 3 月期においては、遺伝子破壊マウス事業において 3 月から製薬企業2 社への遺伝子配列情報の提供開始いたし

ましたが、抗体事業において前期受託した受託研究が一巡し受託事業収入が減少したことから、全体では減収（平成 13 年 3

月期は 357,972千円）となっております。また、遺伝子破壊マウス事業において遺伝子機能解析を効率的かつ大規模に行うた

めの環境整備等により研究開発費が増加したことを主な要因として、営業損失、経常損失及び当期純損失を計上しております。 

平成 15 年 3 月期においては、遺伝子破壊マウスの本格的な大規模作製にともなう研究開発費が増加したことや、株式上場

に向けた管理部門の人員の補強を積極的に行ったことを主な要因として営業損失、経常損失及び当期純損失を計上しておりま

す。 

当期においては、製薬企業への遺伝子配列情報の提供及び表現型解析の受託に加え、製薬企業から指定された特定遺伝子を

破壊した遺伝子破壊マウスを作製する受託業務も堅調に推移いたしました。しかしながら、遺伝子破壊マウスを大規模に作製

するための外注生産委託先等に対する業務委託費用が先行的に発生したことなどにより、研究開発費が増加し、営業損失、経

常損失及び当期純損失を計上しております。 

 

(2)特定の販売先への依存について 

当社の過去 2 期間及び当期における販売先上位は以下のとおりであります。平成 14 年 3 月期より遺伝子破壊マウスの配列

情報の提供を開始したことにより、当該2 期間において山之内製薬株式会社及び住友化学工業株式会社に対する売上高の売上

高全体に占める構成比が大幅に高まっております。 

なお、当期においては、上記 2社に加え、三菱ウェルファーマ株式会社に対する売上高の売上高全体に占める構成比も高ま

りました。同社に対する売上高は特定遺伝子を破壊した遺伝子破壊マウスを作製する受託業務にかかる売上高であります。 

当社の売上高は特定の販売先の動向に影響を受けるものであり、かつ、その構成は今後においても変化することが想定され

ます。今後においても山之内製薬株式会社及び住友化学工業株式会社に対する売上高は、引き続き高い構成比となることが想

定され、当該 2社との契約が解消された場合には、当社業績に重大な影響を与える可能性があります。 
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(単位：千円･％) 

第 4期 

（平成14 年 3 月期） 

第5 期 

(平成 15 年 3月期) 

第 6 期 

(平成 16年 3 月期) 相  手  先 

販売金額 構成比 販売金額 構成比 販売金額 構成比 

山 之 内 製 薬 ㈱ 23,980 12.4 66,636 24.2 229,261 39.9 

住 友 化 学 工 業 ㈱ 22,000 11.4 69,019 25.1 146,425 25.5 

三 菱 ウ ェ ル フ ァ ー マ ㈱ － － － － 61,500 10.7 

環 境 省 53,230 27.5 53,538 19.5 38,000 6.6 

科 学 技 術 振 興 事 業 団 25,060 12.9 11,245 4.1 － － 

新エネルギー･産業技術総合開発機構 － － － － － － 

そ の 他 69,442 35.8 74,524 27.1 99,684 17.3 

合 計 193,712 100.0 274,962 100.0 574,870 100.0 

 
(3)遺伝子破壊マウスにかかる情報開示の売上計上等について 

当社と製薬企業 2 社との契約に基づく遺伝子配列情報の優先的開示にかかる対価は、前述のとおり3 段階に分けて受領する

ものであり、現時点において、既に当該2 社より合計400百万円を受領しております。一方、当社の会計上の売上計上基準は、

当該2 社に対して配列情報を開示するごとに売上を計上する役務提供基準としており、対価の受領及び売上の計上時期に差異

が生じております。また、当該 2社への表現型解析にかかる売上については、情報を開示した時点で売上を計上することとし

ております。 

なお、製薬企業へ提供する遺伝子配列情報にかかる遺伝子破壊マウスの作製のための費用については、研究開発費として発

生時に処理しておりますが、製薬企業からの表現型解析業務受託にかかる委託費等の費用については、売上原価として処理し

ております。 

 

(4)損失が発生する見込みについて 

当社は、製薬企業 2社に対し遺伝子情報の提供を行っており、遺伝子配列情報の開示からマイルストンフィーやランニング

ロイヤリティまでの一連の収益獲得機会の中で、第 1 段階の遺伝子配列情報の開示はもとより、第 2 段階である表現型解析情

報の提供、さらに第 3段階である個別系統の継続的使用権許諾まで着実に進展してまいりました。 

今後は、このような収益獲得機会をより確実なものとするとともに、次段階である、契約先製薬企業の研究進展による知的

財産権の取得とかかる知的財産権の創薬開発ステージ毎の使用許諾が期待され、当社の収益基盤の強化を図っていく方針であ

ります。 

併せて、当該 2 社に対して優先的に開示した遺伝子配列情報のうち、継続的な使用の許諾に至らなかった系統については、

平成15 年 10 月より他の製薬企業に対して、非独占的な情報の提供を開始しております。当期においては、国内外の製薬企業

5 社に対して、情報提供に関する契約を締結することができ一定の成果を収めることができました。 

今後は、さらに新たな製薬企業との交渉を継続し、非独占的な枠組みでの情報提供に関する契約を締結するとともに、各製

薬企業に対して、無償にて提供した遺伝子配列情報から個別系統ごとに表現型解析等へ選択されることで、当社の収益基盤の

強化を図っていく方針であります。 

この結果、当期においては、新たな製薬企業に対して情報提供を開始する一方で、さらなる情報提供を確保すべく、その他

の複数の製薬企業との間で引き続き当該情報提供にかかる交渉を継続しており、他の製薬企業に対しての情報提供も積極的に

行うことで、早期における当該事業の黒字化と先行している研究開発投資の早期回収を見込んでおります。 

しかしながら、製薬企業2 社との当該契約が解消された場合、または非独占的な枠組みで情報提供を開始した国内外の製薬

企業6 社との契約が収益に結びつかない場合、非独占的に提供した遺伝子配列情報のうち、継続的な使用の許諾に至らなかっ

た系統について、個別系統ごとに遺伝子破壊マウスの使用権の許諾に至らない場合においては、その後においても研究開発費

の回収が見込めないこととなり、当該状況によっては純損失の計上が継続する可能性があります。 
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６．経営上の重要な契約について 
当社事業においては、以下の契約について｢経営上の重要な契約｣として認識しております。これらの契約が解除その他の理

由に基づき終了した場合、または円滑に契約が更新されなかった場合には、当社の事業、経営成績及び財政状態等に重大な影

響を与える可能性があります。 

 

<技術導入> 

熊本大学との共同研究契約 

<販売契約> 

山之内製薬株式会社との遺伝子破壊マウスに関する情報の優先的提供に関する契約 

住友化学工業株式会社との遺伝子破壊マウスに関する情報の排他的提供に関する契約 

製薬企業各社との遺伝子破壊マウスに関する非独占的な情報の提供に関する契約 

<業務委託> 

株式会社パナファーム・ラボラトリーズとの業務委託契約 

協和発酵工業株式会社との遺伝子破壊マウスの生産・解析に関する業務の委受託契約 

 財団法人化学物質評価研究機構との遺伝子破壊マウスの生産・解析に関する業務の委受託契約 

 塩野義製薬株式会社との遺伝子破壊マウスの作製・維持に関する委受託契約 

<その他> 

 神戸市との神戸ポートアイランド第2 期地区パイロットエンタープライズゾーンにおける土地賃貸借契約 
  

７．知的財産権について 

(1)当社の特許戦略について 

バイオ･テクノロジー関連業界、特に遺伝子関連事業においては、競合会社等に対抗していくためには特許権その他の知的

財産権の確保が非常に重要であると考えられます。 

当社は、遺伝子破壊マウス事業の根幹となる技術である効率的なマウス作製方法を他の企業に模倣されるのを抑止する目的

で、トラップベクター法を基盤とする特許を出願しております。 

また、遺伝子破壊マウスの大規模作製においては、積極的に成果を特許権として取得する方針であり、顧客である製薬企業

との契約にもこの方針を規定しております。製薬企業が、当社の提供する遺伝子破壊マウスの配列情報あるいはマウスの表現

型を詳細に解析すること等により明らかとなる遺伝子の機能に特許性が認められた場合、当社は製薬企業と共同で特許出願を

行う権利を有しており、場合によっては当社単独での出願も行う方針であります。但し、特許出願については、当該特許の有

用性及び費用等を考慮して行うものであり、すべてについて特許を出願するものではありません。 

さらに、当社は、当社の事業展開に影響を及ぼすであろうと考えられる特許あるいは民間企業・大学等が保有する遺伝子破

壊マウス関連特許について、当該特許の事業性、有用性及び費用等を考慮し、積極的にライセンス取得あるいは特許権取得し

ていく方針であります。 

 

(2)｢可変型遺伝子トラップ法｣の技術について 

主要な製品である遺伝子破壊マウス、破壊遺伝子の配列情報、さらには遺伝子機能に関する情報は、当社の基幹技術である

｢可変型遺伝子トラップ法｣に基づき製造されております。同技術に関する基本特許は、「トラップベクター法及びこれを用い

た遺伝子トラップ法」という発明名称で、国際出願を経て下表のとおり世界各国に出願しております。国際予備審査により、

新規性及び進歩性が認められていますが、これはすべての国で特許として成立することを直接保証するものではありません。

また、平成16年3月末日現在において、本特許の成立に障害となるような先行技術は発見されておりませんが、トラップベク

ター法を利用した手法は、多数の特許出願がなされているため、今後とも障害が発生しないという保証はありません。なお、

同特許については、発明人である当社取締役山村研一熊本大学教授に対して研究目的での使用を許諾しております。 

また、当社の特許が成立しない場合、または他の第三者による｢可変型遺伝子トラップ法｣にかかる特許が成立した場合にお

いては、当社の当該技術使用の差し止め、ロイヤリティ支払いまたは損害賠償等の請求が生じる可能性も否定できず、これら

の状況が生じた場合は、当社事業に重大な影響を与える可能性があります。 

なお、遺伝子関連業界においては、日々新しい技術の開発が進められております。従って、当社が当社の技術を特許権によ

り保護したとしても、当社の技術以上に優れた技術開発による作製法が発明され、当社技術が淘汰される可能性は、常にリス

クとして存在しております。仮に当社の技術力を超えるような優れた技術が開発された場合にも、当社の事業戦略や経営成績

に重大な影響を及ぼす可能性があります。 
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出願国 各国への移行日 出願番号 

日 本 平成13年 2月14日 特願2001－511198 

ア メ リ カ 平成14年 1月11日 10/030,658 

カ ナ ダ 平成14年 1月11日 2,379,055 

ヨ ー ロ ッ パ ( 8 カ 国) 平成14年 1月13日 00922969.1 

中 国 平成14年 3月14日 00812904.5 

韓 国 平成14年 1月12日 10-2002-7000482 

オ ー ス ト ラ リ ア 平成14年 2月13日 43176/00 

香 港 平成15年 2月13日 03101040.5 

（注）ヨーロッパ８カ国の内訳は、イギリス、フランス、ドイツ、イタリア、スイス、オランダ、

フィンランド、スウェーデンであります。 

 
(3)新規の遺伝子配列及び遺伝子機能特許について 

当社は、｢可変型遺伝子トラップ法｣を用いて発見した新規遺伝子の配列及びその機能について､原則的には契約先企業と共

同で特許出願を行う予定でありますが、特許出願によって当社の権利を確実に保全できる保証はありません。遺伝子関連技術

の特許については、個別の遺伝子特許が及ぶ権利範囲が非常に不明確であり、複雑な法律上及び事実認定上の問題等が存在し

ております。また、日本及びその他の国の特許法の違い、あるいは、その解釈の違いにより、競合他社、大学あるいはその他

の組織が、当社に対して補償等を行うことなく技術を使用し、医薬品等の開発及び販売を行うことができる可能性があります。 

 

(4)知的財産権に関する訴訟及びクレーム等について 

平成 16 年 3 月末日現在において、当社の事業に関連した特許権等の知的財産権について、第三者との間で訴訟やクレーム

といった問題が発生したという事実はありません。当社としても、このような問題を未然に防止するため、事業展開にあたっ

ては特許事務所を通じた特許調査を実施しており、現在、当社事業において他社が保有する特許等への抵触により、事業に重

大な支障を及ぼす可能性は低いものと認識しております。 

現在、当社は遺伝子破壊マウス作製に用いるES 細胞については、理化学研究所より使用許諾を受けております。また、｢可

変型遺伝子トラップ法｣に用いられている｢Cre-lox｣システムの基本技術の動物細胞等への応用については、日本国内における

特許成立及び申請等の事実はないものの、米国において第三者の保有する特許あるいは独占ライセンス契約が存在しており、

当該特許あるいは独占ライセンス契約に抵触しない範囲で事業を進めておりますが、当社が米国において事業を展開した場合

に支障が生じる可能性があります。 

また、当社が、受託により取扱っている相同遺伝子組換法による遺伝子破壊マウスの作製技術については、米国において第

三者の保有する特許あるいは独占ライセンス契約が存在しており、日本国内における特許成立及び申請等の事実はないものの、

当社が海外において事業を展開した場合に支障が生じる可能性があります。 

 

８．バイオ･テクノロジー業界等にかかるリスクについて 
(1)業界動向について  

 近年、いわゆる｢ヒトゲノム･プロジェクト｣以降、バイオ･テクノロジー業界は急速に変化しており、遺伝子構造解析の段階

から、遺伝子機能解析を進めることによりゲノム情報を用いた創薬、遺伝子治療、再生医療、テーラーメイド医療(※23)とい

った分野の段階に進んでおり、ゲノム研究分野は急激な市場規模の拡大が見込まれております。同時に、当該業界への参入も

従来の製薬関連メーカーのみならず、テーラーメイド医療の材料を狙う繊維メーカー、発酵技術を持つ酒造メーカー、バイオ・

インフォマティクス分野での取組みが目立つＩＴ関連企業など幅広い広がりを見せております。 

このような参入企業の増加は、潜在的な競合企業の増加とも考えられます。また、異業種間の連携により技術革新などが飛

躍的に進展する可能性もあり、当社を取り巻く事業環境は、急激な変化を生じる要素を数多く内包しているものと考えられま

す。これらのことから、当該変化に柔軟に対応できなかった場合には、当社の事業戦略が予想通り進まない可能性や事業戦略

の変更を余儀なくされる可能性があります。 
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(2)競合について 

当社が事業を展開するゲノム研究分野は急激な市場規模の拡大が見込まれており、欧米を中心にベンチャー企業を含む多く

の企業が参入しており、競争は激化する可能性があります。また、遺伝子の機能解析分野においては、競合企業として、製薬

企業のみならず他の分野における資金力等を有する企業等もあります。 

遺伝子機能解析については、スピード競争的な要素も強く、競合他社が当該領域において先行した場合、当社事業の優位性

は低下する可能性があります。また、これらの競争に巻き込まれ、当社事業展開において当社が想定する以上の資金が必要と

なる可能性もあります。 

当社は、現時点において当社が有する｢可変型遺伝子トラップ法｣に優位性があるものと認識しておりますが、今後の競争激

化による影響等により、当社の事業戦略や経営成績等に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

 

(3)技術革新について 

当社の遺伝子破壊マウス事業、抗体事業は、いずれも技術の革新及び進歩の度合いが著しく速いバイオ・テクノロジー分野

に属しております。そのため、当社は熊本大学との共同研究において、人材を派遣すること等により、技術革新に速やかに対

応できる体制整備を図っております。 

しかしながら、急激な技術革新等により新技術への対応が遅れる事態が発生した場合には、当社の技術が陳腐化する可能性

があります。また、必要な技術進歩を常に追求するためには多額の費用と時間を要することから、これにより当社の業績等に

影響を及ぼす可能性があります。 

 

(4)感染症等の可能性について 

当社は、製薬企業等の業務委託先において、遺伝子破壊マウスの作製業務の一部、マウスの飼育及び表現型解析業務を行っ

ております。これらマウスに関連する外部施設等においては、感染症対策について徹底した検疫システムを導入しているもの

と認識しており、また、作製された遺伝子破壊マウスの精子及び胚を凍結保存を図る等の対応を実施しておりますが、予期せ

ぬ事態にともなう感染症の発生等の場合には、一時的な生産体制の停止、供給の遅れが予想され、当社の事業戦略や経営成績

等に重大な影響が生じる可能性があります。また、事故や災害等による被害が生じた場合についても同様のリスクを有してお

ります。 

 

(5)法的規制について 

 当社の事業に関係する法的規制には、文部科学省が告示する「組換えDNA実験指針」及び経済産業省が告示する「組換え DNA

技術工業化指針」があります。これらの指針には、DNA(※24)を生物に導入する際の設備や取扱いが定められており、当社は、

当該法規制を遵守し事業を推進しております。なお、遺伝子関連産業の拡大等に伴い、当該規制が強化されまたは新たな規制

が導入された場合等においては、当社事業は影響を受ける可能性があります。 

また、抗体事業に関しては、当社が開発及び販売する抗体試薬は、薬事法に定める医薬品に該当しないことから、同法の適

用及び規制を受けておりません。 

 

９．今後の事業展開について 
(1)遺伝子関連業界について 

 当社は、前述のとおり、国内外の遺伝子関連業界(バイオ業界)において、遺伝子破壊マウス事業及び抗体事業を展開してお

ります。そこで投資者の理解に資するため、以下において当社が属する各市場の動向に関する当社の認識を記載します。当社

は、当社が属するこれらのバイオ市場は今後とも拡大していくものと予想しておりますが、これらの市場はいまだ黎明期にあ

り、確立されたものではありません。その動向については不明確かつ不確実なものも極めて多く、客観的な情報が著しく乏し

いのが現状であります。従って、以下の記載も当社の予測の域を出るものではなく、また､今後必ずしも当社の予測どおりに

市場が進展するという保証はないという点に、十分留意する必要があります。 

 

①ゲノム研究関連市場 

 ゲノム研究の第一段階であるヒト、動物、植物、微生物等の塩基配列(※25)の解析は、2000 年６月に米国セレーラ・ジェ

ノミクス社が、｢ヒトゲノム｣の90％を解読したと発表したことが象徴するように、一定の成果が達成されました。この分野

は、ヒト遺伝子の配列を解読した後も動物、植物、微生物等の各種について同様に解読する必要があるため、当社は今後も

当面の間は存続するものと予想しておりますが、今後は解読された遺伝子配列をもとに、個々の遺伝子の機能、さらには、
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その相互の関係を明らかにするための研究開発が盛んになっていくと考えられています。 

 当社の事業は、この遺伝子の機能解析を行うツールとして、遺伝子破壊マウスや抗体を大規模に供給していくものであり、

当該研究分野は、今後、大学の研究機関や製薬企業等を中心に一層進展するものと予想しており、これに伴い当社をとりま

く競争環境は一層激化するものと考えております。 

 

②治療薬(ゲノム創薬)市場 

 遺伝子解析が進み、遺伝情報を持つ塩基配列とその機能が解析されると、検査のみならず、これを基に治療薬の開発が可

能となるものと考えられます。近年、大手製薬企業を中心に従来の医薬品開発の方法を転換し、ゲノム研究を基に治療薬等

を開発するプロジェクトを発足させており、当社が行う遺伝子破壊マウスの大規模作製により得られる遺伝子機能情報の重

要性は高まっているものと認識しております。 

また、当社は、今後において当該需要は拡大していくという前提のもとに事業計画を策定しておりますが、当社の予想通り

に需要が拡大しなかった場合には、当社の事業戦略や経営成績などに影響を及ぼす可能性があります。 

 

(2)当社の事業戦略について 
当社の遺伝子破壊マウス事業については、平成 13年 12月に山之内製薬株式会社及び住友化学工業株式会社との間で各々締

結した遺伝子破壊マウスにかかる情報の優先的（排他的）提供に関する契約に基づき、平成 14 年 3 月より遺伝子破壊マウス

の配列情報の開示及びその表現型解析情報の提供を行っております。 

今後は、当該契約に基づき、遺伝子破壊マウスの配列情報の開示及びその表現型解析情報の提供を引続き行うとともに、提

供した情報の中から有用な遺伝子機能が発見された場合には、当該 2社に対して遺伝子破壊マウスの個別系統の継続的な使用

の許諾、当該系統の研究成果に関する特許の共同出願による知的財産権の取得、かかる知的財産権によって保護された研究成

果を用いて臨床試験に進んだ場合のマイルストンフィーの受領、さらに医薬品として上市された場合のランニングロイヤリテ

ィの受領という、一連の収益獲得機会を確実なものとすることを重要課題と考えております。 

加えて、当該2 社に対して優先的に開示した遺伝子配列情報のうち、当該2 社が継続的な使用の許諾に至らなかった系統に

ついては、現在までに契約締結した国内外の製薬企業 6 社及び現在交渉を継続している他の製薬企業に対し非独占的に情報提

供を行うことにより、当社の収益基盤の更なる強化を図っていく方針であります。 

また、製薬企業から指定された特定遺伝子を破壊した遺伝子破壊マウスを作製する受託業務も行っており、当該業務につい

て製薬企業等からの受注の増加も図っていく方針であります。 

抗体事業については、従来から実施している受託研究等により蓄積された研究データ及び技術等を生かした新製品の開発を

行うとともに、平成 16 年 3月に株式会社イムノキックより独占的実施権を取得した、GANP 遺伝子の改変による高親和性抗体

の産生技術を元に、製薬企業等に対する本技術のサブライセンス、モノクローナル抗体を用いた各種製品の単独または共同に

よる開発、及びモノクローナル抗体の作製受託・販売等を実施することを重要課題と考えております。 

また、長期的な事業戦略としては、遺伝子破壊マウス事業から得られる遺伝子破壊マウスの個体情報を蓄積することによっ

て当社独自の網羅的な遺伝子情報データベースを構築し、当社独自または他社とのアライアンス等を行うことによるゲノム創

薬分野への進出や当該データベースを活用した事業領域の拡大等を図ること、抗体事業において収集されるタンパク質に関す

る情報と当該タンパク質に対する抗体を併せ持つことにより、抗体医薬分野への参入等への可能性を開いていくことの両面を

志向しております。 

しかし、これらの方向性については現時点における構想であり、当社が永続的に上記の事業戦略を維持する保証はありませ

ん。また、当社の両事業におけるこれらの構想が、実現可能であると判断できる実績はなく、データベース等についても蓄積

を開始した段階であります。これらのことから、現時点において上記の構想が実現できる保証はありません。 

 
(3)遺伝子破壊マウスの生産能力等について 
①業務委託先の活用について 

当社は、製薬企業へ遺伝子情報の開示数を増加させることを計画しており、その計画を可能とする生産能力の確保が必要

があり、その手段として自社研究施設のほかに動物実験施設（※26）を有する製薬企業等への業務委託の活用が有用である

と認識しております。 

現在､当社は下記の動物実験施設を有する３社の製薬企業等に遺伝子破壊マウスの作製及びそれに付帯する業務を委託し

ております。その結果、自社研究施設を含めた作製規模は、当社の事業計画において予定した規模が確保できたものと考え

ております。 
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なお、当該３社への業務委託については、当社においてES 細胞へのトラップベクター導入及び配列解析を行った上で、ES

細胞のマウスへの移植及び遺伝子破壊マウスの系統樹立並びに表現型解析までの一連の工程の全部又はその一部を委託して

おります。 

一方、今後予定している各種事業の開始に伴う事業規模拡大により、現在の自社研究施設において、一定期間あたりの生

産能力がそれら事業のために費やされることが想定されます。その対応策として、遺伝子破壊マウスの作製に活用できる動

物実験施設を有する、塩野義製薬株式会社との間で研究施設の賃貸借契約を締結いたしました。 

これにより、今後予定している各種事業への対応と当社の事業計画において予定している生産能力の維持が可能となり、

今後の開示系統数の増加にも対応した安定的に供給できる体制が構築できたものと考えております。 

しかしながら、業務委託先との関係については、当社の希望する条件等により今後も永続的に契約を継続できる保証はあ

りません。また、当該業務委託先からの成果が常に当社の計画通りに得られる保証はありません。 

当社の遺伝子破壊マウス作製等の遅延は、製薬企業への遺伝子情報開示にも影響を与えるものであります。これにより当

社事業の拡大が制約され契約の継続等も困難となる可能性があり、当社事業に重大な悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

委託先 契約締結日 委託業務の内容 

協和醗酵工業株式会社 平成15 年 2 月 28 日 遺伝子破壊マウスの作製・解析に関する業務 

財団法人化学物質評価研究機構 平成15 年 5 月 15 日 遺伝子破壊マウスの作製・解析に関する業務 

塩野義製薬株式会社 平成15 年７月８日 遺伝子破壊マウスの作製・維持に関する業務 

 

②自社による研究施設の設置について 

当社は当面の間、遺伝子破壊マウスの作製規模拡大について業務委託先の活用により対応を図る方針でありますが、バイ

オ・テクノロジー業界における急速な研究の進展等が想定されることから、競合他社等との差別化の必要性等もあり、早期

に遺伝子破壊マウスの樹立数の拡大とともに遺伝子機能情報の蓄積が必要であると考えております。 

当社は現在、神戸市において自社による遺伝子破壊マウス事業にかかる研究施設の建設を計画しております。なお、神戸

市との間で、平成 15年 7 月 7 日付で設備投資計画を予定している神戸ポートアイランド第 2期地区パイロットエンタープラ

イズゾーンに係る土地賃貸借契約を締結しております。 

当該設備投資については、費用負担増加による業績及びキャッシュ・フローへの重大な影響が想定されるものであります

が、これらが当社の事業計画どおりに寄与する保証はありません。また、今後の当社事業の状況等によっては、当該設備投

資が実施されない可能性もあります。 

 

(4)新たな販売先の開拓について 

前述のとおり、当社は現在、山之内製薬株式会社及び住友化学工業株式会社との契約に基づいて、遺伝子破壊マウスにかか

る優先的な情報の提供を行っております。また、当該 2 社に対して優先的に開示した遺伝子配列情報のうち、当該 2 社が継続

的な使用の許諾に至らなかった系統については、現在契約締結している国内外の製薬企業 6 社に加え、他の製薬企業に対し非

独占的に情報提供を行うことにより、当社の収益基盤の強化を図っていく方針であります。 

この結果、当期においては、国内外の製薬企業 5社に対して情報提供を開始することができましたが、一方で、さらなる情

報提供先を確保すべく、その他の複数の製薬企業との間で引き続き当該情報提供にかかる交渉を継続しております。しかしな

がら、当社が現時点において交渉しているまたは今後交渉を行う各製薬企業との間において、契約が締結できる保証はありま

せん。 

さらに、複数の製薬企業に対して非独占的に提供した遺伝子配列情報のうち、製薬企業各社が継続的な使用の許諾に至らな

かった系統については、個別系統ごとに遺伝子破壊マウスの使用権を許諾し、大学や研究機関の基盤研究に役立つ有用なツー

ルを提供することで、当社の収益基盤の更なる強化を図っていく方針であります。しかしながら、当社が現時点において交渉

しているまたは今後交渉を行う大学や研究機関に対して、当該系統ごとの使用権許諾ができる保証はありません。 
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(5)海外市場への展開について 
当社の遺伝子破壊マウス事業において想定される販売先は、遺伝子機能の解析能力を有し、創薬開発に結びつけることので

きる一定規模以上の製薬企業であると考えられます。したがって、国内における現状の当社事業拡大には限界があるものと考

えられます。 

また、バイオ･テクノロジー業界の中でも特にゲノムの分野では米国が先行しており、研究開発費の規模においては欧米製

薬企業を中心としたアライアンスの動きの活発化により、国内企業と比較してますます大きなものとなっております。 

当社においては、これらの状況から海外市場も視野に入れながら営業活動を行う方針であり、現在、海外製薬企業の国内現

地法人等に対する交渉も実施し、一定の成果を収めております。今後においても、引き続き海外市場を注視した事業展開を継

続する方針であります。 

しかし、現状における当社事業体制においては、海外市場展開にあたり営業及び法務分野等について十分な体制整備は図ら

れていない状況であり、今後においても有効な体制整備が出来る保証はありません。 

 

(6) 事業展開のスピードについて 
ゲノムの分野はＩＴ技術との融合した、いわゆるバイオ・インフォマティクスと呼ばれる分野の発展により飛躍的に未知の

部分の解明が進展すると予想されており、これに伴って新技術の開発も従来と比較にならない程、進展すると考えられており

ます。 

また、新薬の開発の進捗においても、遺伝子機能解析のスピードと量が勝敗を決すると言われており、当社の有する大規模

遺伝子破壊マウス作製及び抗体作製については、従来以上のスピードが顧客から要請される可能性があります。当該要請への

対応が困難となる場合においては、当社事業の競争力は低下するものと考えられ、当社の事業戦略や経営成績に影響を及ぼす

可能性があります。 

 

(7)資金調達について 
当社は、遺伝子配列情報の安定的な提供を可能とする遺伝子破壊マウスの作製規模を維持することと研究開発体制の更なる

充実のため、一定の運転資金及び設備投資などの資金需要が予想されます。 

しかしながら、収益の拡大が当社の想定通りに推移するとは限らないことから、当社の今後の事業展開においては資金繰り

上の手当が必要となる可能性があります。また、急速な成長、技術変化、市場の発展及び変化等に伴い、当社は新たな戦略を

実行し、その事業を展開するための必要資金は、現時点における想定以上に拡大する可能性があります。 

主な設備投資については、神戸市において自社研究施設の建設を計画しており、当該設備投資については、金融機関からの

借入金または資本市場における資金調達の可能性もあります。しかしながら、当該状況において、当社にとって好ましい条件

での借入または資金調達が実行できる保証はありません。 

 

10．その他 
(1)配当政策について 

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題として認識しておりますが、当社設立以来、無配当であり平成 16 年 3 月

期末においても配当可能利益は計上されておりません。 

当面は、累積損失の解消を図った上で、内部留保の充実を優先する方針であり、財務体質の一層の強化及び今後の成長に資

するため、研究開発及び設備投資等に活用していく方針であります。 

 

(2)インセンティブの付与について 

当社は、会社の利益が取締役及び従業員個々の利益と一体となり、職務に精励する動機付けを行うための有効な制度である

と考え、また、優秀な人材を各欲することを目的として、役員、従業員及び社外協力者等に対するインセンティブ制度を導入

しております。当該制度は、旧商法第 280 条ノ 19 第１項の規定に基づく新株引受権(ストックオプション)及び商法第 280 条

ノ 20 及び商法第280条ノ 21 に基づく新株予約権を付与しているものであり、平成12 年 11 月 10 日、平成13 年 2 月 8 日、平

成 14 年 3月 27日、平成 14年 5 月 30 日に行われた臨時株主総会の決議及び平成15 年 6月 27日に行われた定時株主総会の決

議をもとに、取締役 4名、従業員等 58名及び社外協力者等 6 名に対して付与しております。平成 16 年 3月末日における当社

の発行済株式総数は 59,416,500 株でありますが、これに対して､当該新株引受権及び新株予約権にかかる新株発行予定株数の

合計は 5,916,000 株であります｡ 

なお、当該新株引受権及び新株予約権が行使された場合は当社の株式価値は希薄化することとなり、また、当社の株価次第
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では需給バランスに変動が発生し、適正な株価形成へ影響を及ぼす可能性もあります。さらに、当社は、今後も前述の目的を

達成するため、ストックオプション等のインセンティブプランを実施することも検討しており、さらなる株式価値の希薄化を

生じさせる可能性があります。 

また、近時、日本でもストックオプションを費用化すべきとの声が高まり、国際会計基準や日本の会計基準においても基準

の整備に向けての作業が進められております。当社においても、社内でストックオプションの費用化の必要性や導入した場合

の影響等について議論・検討しております。 
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[用語解説] 
 
※1．基礎研究用試薬 
一般の基礎研究に用いられ、認可や承認を必要としない試薬。当社が販売する抗体は、生物学、医学の領域でタンパ
ク質の検出や測定に用いられる。 

 
※2．ヒトゲノム・プロジェクト 
ゲノムプロジェクトとは、選定した生物種のゲノム（遺伝子 gene と染色体 chromosome の合成語であり、遺伝子から
染色体にいたるひとつのシステムのこと）を国際協力の下に分子レベルで解析することで、具体的にはその生物の DNA
の全塩基配列を決定し、遺伝子の働きを明らかにすることを目的とした研究計画。中心はヒトゲノム・プロジェクトで
あり、アメリカのエネルギー省（ＤＯＥ）と国立衛生研究所（ＮＩＨ）の主導の下に1990年に開始された。ヒトゲノム・
プロジェクトはヒト全 DNA 配列（30 億文字）を読みとり、全遺伝子ならびに遺伝子産物の単離・機能解析を目的とする
医学・生物学にとって基盤的な研究である。遺伝子の役割を詳細に解析することによって、未解明なヒトの生体メカニ
ズムや病気の発症過程が解明される。 

 
※3.遺伝子 
遺伝する形質のそれぞれに対応して染色体上に一定の順序で配列している基本的な遺伝単位をいう。 
 

※4.表現型(phenotype) 
生物の観察できる特徴、あるいは形質。遺伝形質によって決定されるが、環境、その他の要因によっても調節される。 

 
※5.発現 
遺伝子はゲノムの複製という形で生物個体の遺伝形質を次世代へ保存するのみならず、遺伝子自身が持つ情報をこれ
自身が含むプログラムに従って RNA やタンパク質という機能を持つ遺伝子産物の形に表現する。 
これが遺伝子の発現であり、さまざまな分子複合体、細胞小器官、細胞、組織、器官、個体の形成と自己組織化を実
現することを通して、生物の多様な環境への適応、さらには遺伝子自身の保存、複製をもより確実なものとしている。 
 
※6.変異原物質法 
突然変異をもたらす突然変異原物質であるエチルニトロソウレアやクロラムブジル等をマウスに投与することにより
突然変異を生じさせた変異マウスを作製する方法。 
 
※7.相同遺伝子組換法 
既知の遺伝子の標的組換えを目的として、ES 細胞を材料として遺伝子を導入し、キメラマウスを作り、その子孫から
標的の遺伝子が破壊されたマウスを知る方法。 
 
※8.トラップベクター 
遺伝子破壊を目的として、細胞に導入される遺伝子断片。目的の位置にトラップベクターが挿入されたかの確認や破壊
した遺伝子の塩基配列の解析などを行いやすいよう種々の工夫がなされている。 
 
※9.ES 細胞（embryonic stem cell） 
     胚性幹細胞。すべての体細胞に分化する能力をもつ培養細胞株。 
 
※10.キメラマウス 
  別の個体になるはずの異種の細胞が入り組んで 1 つの個体を作っている状態。ギリシャ神話に出てくるキメラ（ライ
オンの頭と羊の胴と蛇の尾を持つ怪物）に語源を持つ。 
 
※11.loxＰ 
バクテリオファージP1が持つ組換え酵素Creが認識して組換えを起こす部位のDNA塩基配列。この配列は34塩基から成り、
両端の13塩基はCreが結合する逆反復配列で、中央の8塩基はスペーサー領域と呼ばれ実際に組換えが起こる領域である。 
 
※12.プロモーター 
RNA ポリメラーゼが転写を開始するために認識し、特異的に結合するDNA領域。 

 
※13.レポーター遺伝子 
転写調節活性の測定を行う場合に、その指標として利用できるような遺伝子。 

 
※14.系統 
遺伝学の上で共通の祖先を持ち、ある形質について遺伝的に等しい個体の集まりをいう。 
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※15.ホットスポット 
遺伝子トラップベクターがマウスゲノムに挿入される際に、複数の要因によりゲノムのある特定の領域にベクターが挿
入されやすくなることがある。そのような領域をホットスポットという。 

 
※16.バイオ・インフォマティクス 
コンピュータ及びデータベースのネットワークを利用した大量の生物学的データの収集、組織化及び解析に関する研究
を行う分野。 
 

※17.マイルストンフィー 
製薬企業等が医薬品を開発し臨床試験の研究開発段階へ進んだ場合、その開発の進捗に応じて受取る収益。 

 
※18.ランニングロイヤリティ 
製薬企業等が医薬品を上市した場合、予め設定された期間と料率に応じ当該医薬品の純売上高の一定割合を受取る収
益。 

 
※19.臨床診断薬 
診断を目的とし、臨床の現場で用いられる試薬。厚生労働省の承認を必要とする。 

 
※20.医薬品 
基礎研究、非臨床試験、臨床試験を経て厚生労働省への申請・承認を経て一般に市販されている医薬品のこと。 

 
※21.環境ホルモン 
環境ホルモンとは生体の恒常性、生殖、発生あるいは行動に関与する種々の生体内ホルモンの合成、貯蔵、分泌、体内
輸送、結合、そしてそのホルモン作用そのもの等の諸過程に影響を及ぼす外因性の物質であり、｢内分泌撹乱物質｣とも呼
ばれ、その物質の作用を評価する目的で抗体が測定試薬として用いられている。 

 
※22.モノクローナル抗体・ポリクローナル抗体 
抗原の刺激に対する免疫応答の一つとして、つくられるタンパク質。個体内では通常１種類の抗原に対して複数の抗体
産生細胞が反応するため、複数種の抗体が作製される。これをポリクローナル抗体という。一方個々の抗体産生細胞を分
離してそれぞれを増やしてクローンとし、各クローンから抗体を精製すると、おのおのは単一種の抗体を含む。これをモ
ノクローナル抗体という。 

 
※23.テーラーメイド医療 
治療現場における患者の遺伝子情報に基づいたきめ細やかな診断、医療のこと。 

 
※24.DNA 
デオキシリボ核酸（deoxyribo nucleic acid）の略。 
遺伝子の本体で生命現象の基本物質であり、組成はアデニン(Ａ)、チミン（Ｔ）、グアニン（Ｇ）、シトシン(Ｃ)の４
種の塩基、２-デオキシ-Ｄ-リボースリン酸と塩基が１個づつ統合したヌクレオチドが単位となり、これが多数鎖状に統
合したもので、２本のポリヌクレオチド鎖が互いに二重鎖構造を作っている。 

 
※25.塩基配列 
溶液中で塩基性を示す物質を総称して塩基といい、ゲノム研究の領域では、Ａ(アデニン)、Ｇ（グアニン）、Ｃ（シト
シン）、Ｔ（チミン）の４種の物質を指す。DNA の二本鎖間に橋を渡すように「ＡはＴと」、「ＧはＣと」結合して塩基
対をなしており、生体内では、DNAは２本鎖として存在し、塩基対をなすペアは決まっているので、一方の塩基配列が決
まれば、もう一方も自動的に決まる。 この塩基対の並び方（塩基配列）が、遺伝情報の最小単位となっている。 

 
※26.動物実験施設 
実験動物の飼育、解剖、解析など一連の実験が行える施設。本事業では、大量のマウスを無菌的に飼育する施設が必
要である。  
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５．財務諸表等 
① 貸借対照表 

  (単位：千円) 

第5期 
(平成15年3月31日現在) 

第6期 
(平成16年3月31日現在) 

比較増減 
科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 

   ％   ％  
(資産の部)        

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金   3,001,133   1,389,709  △1,611,423 

２ 受取手形   4,296   1,037  △3,259 

３ 売掛金   82,855   139,187  56,331 

４ 有価証券   399,767   349,827  △49,939 

５ 仕掛品   21,872   66,516  44,643 

６ 貯蔵品   26,785   32,581  5,796 

７ 前払費用   18,500   13,554  △4,946 

８ 関係会社短期貸付金   20,000   30,000  10,000 

９ 未収消費税等   51,950   49,532  △2,417 

10 その他   1,315   590  △724 

 貸倒引当金   △107   △171  △64 

流動資産合計   3,628,369 88.6  2,072,366 79.1 △1,556,003 

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産         

(1) 建物  99,898   95,340    

減価償却累計額  12,101 87,796  23,863 71,477  △16,319 

(2) 機械及び装置  50,822   88,668    

減価償却累計額  19,918 30,904  29,115 59,553  28,649 

(3) 工具器具及び備品  267,619   311,854    

減価償却累計額  65,155 202,463  125,060 186,793  △15,670 

(4) 車両運搬具  592   592    

減価償却累計額  393 199  480 112  △87 

有形固定資産合計   321,364 7.8  317,936 12.1 △3,427 

２ 無形固定資産         

(1) ソフトウェア   64,056   49,644  △14,412 

(2) その他   698   698  ― 

無形固定資産合計   64,754 1.6  50,342 1.9 △14,412 

３ 投資その他の資産         

(1) 投資有価証券   12,000   23,760  11,760 

(2) 関係会社株式   10,831   83,831  73,000 

(3) 長期前払費用   3,942   8,589  4,647 

(4) 敷金   46,653   35,573  △11,079 

(5) その他   6,626   27,778  21,152 

投資その他の資産合計   80,052 2.0  179,532 6.9 99,479 

固定資産合計   466,172 11.4  547,811 20.9 81,639 

資産合計   4,094,541 100.0  2,620,177 100.0 △1,474,363 
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(単位：千円) 

第5期 
(平成15年3月31日現在) 

第6期 
(平成16年3月31日現在) 

比較増減 
科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 

   ％   ％  
(負債の部)        

Ⅰ 流動負債         

１ 短期借入金   160,000   160,000  ― 

２ 未払金   111,453   313,554  202,100 

３ 未払費用   28,051   37,244  9,193 

４ 未払法人税等  2,300   3,424  1,123 

５ 前受金   256,419   48,868  △207,550 

６ その他   14   15  ― 

流動負債合計   558,240 13.7  563,107 21.5 4,866 

Ⅱ 固定負債         

１ 社債   200,000   200,000  ― 

２ その他   10,037   ―  △10,037 

固定負債合計   210,037 5.1  200,000 7.6 △10,037 

負債合計   768,277 18.8  763,107 29.1 △5,170 

(資本の部)        
Ⅰ 資本金 ※1  2,404,723 58.7  2,414,022 92.1 9,299 

Ⅱ 資本剰余金         

１ 資本準備金   2,515,406   2,515,901  495 

資本剰余金合計  2,515,406 61.4  2,515,901 96.0 495 

Ⅲ 利益剰余金         

１ 当期未処理損失   1,593,169   3,068,977  1,475,807 

利益剰余金合計  △1,593,169 △38.9  △3,068,977 △117.1 △1,475,807 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  △446 △0.0  △3,626 △0.1 △3,180 

Ⅴ 自己株式 ※2  △250 △0.0  △250 △0.0 ― 

資本合計  3,326,264 81.2  1,857,070 70.9 △1,469,193 

負債資本合計   4,094,541 100.0  2,620,177 100.0 △1,474,363 
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② 損益計算書 

(単位：千円) 

第5期 

自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

第6期 

自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

比較増減 
科目 

金額 百分比 金額 百分比 金額 

    ％   ％  

Ⅰ 売上高   274,962 100.0  574,870 100.0 299,907 

Ⅱ 売上原価   86,092 31.3  196,975 34.3 110,883 

売上総利益   188,870 68.7  377,894 65.7 189,023 

Ⅲ 販売費及び一般管理費         

１ 役員報酬  73,018   111,612    

２ 給与手当  123,008   190,335    

３ 法定福利費  21,074   29,329    

４ 消耗品費  23,701   4,188    

５ 支払手数料  62,154   31,866    

６ 研究開発費 ※1 561,059   1,194,522    

７ 旅費交通費  40,535   43,469    

８ 支払地代家賃  47,759   52,816    

９ 減価償却費  11,029   22,208    

10 租税公課  755   2,221    

11 その他  123,772 1,087,870 395.6 163,111 1,845,681 321.0 757,811 

営業損失   898,999 △326.9  1,467,787 △255.3 △568,787 

Ⅳ 営業外収益 ※4        

１ 受取利息  374   732    

２ 受取配当金  120   30    

３ 有価証券利息  78   213    

４ 受取手数料  1,335   1,592    

５ その他  1,968 3,877 1.4 1,836 4,405 0.7 527 

Ⅴ 営業外費用         

１ 支払利息  2,200   2,703    

２ 社債利息  2,000   2,000    

３ 支払保証料  2,179   1,690    

４ 新株発行費償却  42,156   ―    

５ その他  1,194 49,730 18.1 ― 6,393 1.1 △43,336 

経常損失   944,853 △343.6  1,469,776 △255.7 △524,923 

Ⅵ 特別利益         

１ 固定資産売却益 ※2 203 203 0.1 ― ― ― △203 

Ⅶ 特別損失         

１ 固定資産除却損 ※3 984 984 0.4 2,520 2,520 0.4 1,536 

税引前当期純損失   945,633 △343.9  1,472,297 △256.1 △526,663 
法人税、住民税 
及び事業税   2,389 0.9  3,510 0.6 1,121 

当期純損失   948,023 △344.8  1,475,807 △256.7 △527,784 

前期繰越損失   645,145   1,593,169  △948,023 

当期未処理損失   1,593,169   3,068,977  △1,475,807 
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③ キャッシュ・フロー計算書 

(単位：千円) 

第5期 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

第6期 
自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

比較増減 
科目 

金額 金額 金額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

 税引前当期純損失 △945,633 △1,472,297 △526,663 
 減価償却費 67,361 100,219 32,858 

 貸倒引当金の増減額（減少:△） 46 64 17 
 受取利息及び受取配当金 △573 △762 △189 

 支払利息 2,200 2,703 503 
 社債利息 2,000 2,000 ― 

 支払保証料 2,179 1,690 △488 
新株発行費償却 42,156 ― △42,156 

 有形固定資産除却損 984 2,520 1,536 
有形固定資産売却益 △203 ― 203 

 売上債権の増減額（増加:△） 4,919 △53,072 △57,992 
たな卸資産の増減額（増加:△） △24,353 △50,440 △26,086 

未収消費税等の増減額（増加:△） △51,950 1,934 53,884 
 敷金の増減額（増加:△） △29,614 11,079 40,694 

未払金の増減額（減少:△） 49,739 212,254 162,514 
前受金の増減額（減少:△） △121,840 △207,550 △85,709 
 その他資産の増減額（増加:△） 1,495 △21,371 △22,867 

 その他負債の増減額（減少:△） 5,108 △843 △5,951 

小計 △995,977 △1,471,870 △475,893 

 利息及び配当金の受取額 508 754 △246 
 利息及び保証料の支払額 △4,537 △5,405 △867 

 法人税等の支払額 △1,680 △2,349 △668 

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,001,686 △1,478,870 △477,183 
    
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

 定期預金の預入による支出 △20,163 △10,000 10,163 
 有価証券の取得による支出 △399,825 △349,825 50,000 

有価証券の償還による収入 50,000 350,000 300,000 
有価証券の売却による収入 ― 50,030 50,030 

投資有価証券の取得による支出 ― △15,000 △15,000 
関係会社株式の取得による支出 ― △73,000 △73,000 
 有形固定資産の取得による支出 △231,569 △92,351 139,217 

 有形固定資産の売却による収入 635 ― △635 
 無形固定資産の取得による支出 △65,078 △2,333 62,745 

貸付金の貸付による支出 △20,000 △10,000 10,000 

投資活動によるキャッシュ・フロー △686,000 △152,480 533,520 

    
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

 短期借入金の純増減額 25,000 ― △25,000 
 長期借入金の返済による支出 △6,688 ― 6,688 

 株式の発行による収入 3,708,141 9,794 △3,698,347 
 自己株式の取得による支出 △250 ― 250 

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,726,203 9,794 △3,716,409 
    
Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（減少:△） 2,038,516 △1,621,556 △3,660,072 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 512,441 2,550,957 2,038,516 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 2,550,957 929,401 △1,621,556 
    



 - 34 - 

 
④ 損失処理計算書（案） 

(単位：千円) 

第5期 
（平成15年6月27日） 

第6期 
（平成16年6月25日）           期別 

    科目 

金額 金額 

Ⅰ 当期未処理損失  1,593,169  3,068,977 

Ⅱ 次期繰越損失  1,593,169  3,068,977 
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継続企業の前提に関する注記 

第5期 
自 平成14年4月 1日 

至 平成15年3月31日 

第6期 
自 平成15年4月 1日 

至 平成16年3月31日 

当社は、遺伝子破壊マウス事業において積極的に研究開

発活動を推し進めたことから、多額の営業損失を計上して
おり、また、営業キャッシュ・フローは大幅な支出超過と

なっております。 
当該状況は、継続企業としての前提に重要な疑義を抱か

せるものではありますが、当社における遺伝子破壊マウス

事業は、遺伝子破壊マウスの作製及び当該マウスに係る遺

伝子機能情報の解析等を行う、いわゆる研究開発型の事業
形態であることから、その性質上、現時点での多額の研究

開発投資による損失及び支出超過は避けられないもので

あります。このため、研究開発の進捗及びこれにかかる費
用については、事業計画を基本として徹底した社内管理を

行っておりますが、当期における研究開発の進捗状況及び
費用の発生状況は、概ね当該事業計画に沿ったものであり

ます。 

当社は、現在、製薬企業２社への遺伝子情報の提供を既

に開始しており、今後、表現型解析の受託、個別系統の継
続的な使用の許諾、契約先製薬企業の研究進展による知的

財産権の取得と係る知的財産権の創薬開発ステージ毎の
使用許諾という一連の収益獲得機会を確実にするととも
に、他の製薬企業に対する遺伝子情報提供に係る営業活動

を促進するなどの更なる収益獲得機会を得ることにより、
早期における当該事業の黒字化と先行している研究開発

投資の早期回収を見込んでおります。 

なお、積極的な研究開発活動は今後も継続する方針であ

ることから、来期においても多額の資金需要が見込まれま
すが、これらの研究開発資金はその全額を、現在の手許資

金をもって充当する予定であります。 
当社の財務諸表は継続企業を前提として作成しており、

このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映してお

りません。 

 

― 
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重要な会計方針 

         期別 
項目 

第5期 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

第6期 
自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

1．有価証券の評価基準及び評価

方法 

(1) 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 
 

（2）子会社株式 
移動平均法による原価法 

 

（3）その他有価証券 
  時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理をし、売却原価は移動平均法
により算定している） 

 

(1) 満期保有目的の債券 

同左 
 

（2）子会社株式及び関連会社株式 
移動平均法による原価法 

 

（3）その他有価証券 
①時価のあるもの 

同左 

 

 
 

②時価のないもの 
 移動平均法による原価法 

 

2．棚卸資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 仕掛品 

個別法による原価法 
 

（2）貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法 

(1) 仕掛品 

同左 
 

（2）貯蔵品 

同左 

3．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 

建物（附属設備を除く）については
定額法、その他については定率法を

採用しております。 
    なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。  

   建物        10～15年 

   機械及び装置     7～17年 
   工具器具及び備品   6～15年 

 

(2) 無形固定資産 
ソフトウェア（自社利用分）につい

ては、社内における利用可能見込期
間（5年）に基づく定額法によって

おります。 

 

(1) 有形固定資産 
建物（附属設備を除く）については
定額法、その他については定率法を

採用しております。 
    なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。  

   建物        10～15年 

   機械及び装置     7～17年 
   工具器具及び備品   4～15年 

 

(2) 無形固定資産 
同左 

4．繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費 
   支出時に全額費用処理しておりま

す。 

 

 
― 
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期別 

項目 

第5期 

自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

第6期 

自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

5．引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。 
 

貸倒引当金 

同左 

6．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 
 

同左 

7．キャッシュ・フロー計算書に
おける資金の範囲 

資金（現金及び現金同等物）は、手許
現金、随時引き出し可能な預金及び取得日

から3ヶ月以内に償還期限が到来する短期
投資からなっております。 
 

同左 

8．その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

 

(1)消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 
(2)自己株式及び法定準備金の取崩等に関

する会計基準 
当事業年度から「自己株式及び法定

準備金の取崩等に関する会計基準」（企

業会計基準第１号）を適用しておりま

す。これによる当事業年度の損益に与
える影響はありません。 

なお、財務諸表等規則の改正により

当事業年度における貸借対照表の資本
の部については、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。 
 

(3)1株当たり情報 
当事業年度から「1株当たり当期純利
益に関する会計基準」（企業会計基準第
2号）及び「1株当たり当期純利益に関
する会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第4号）を適用しておりま
す。これによる影響については、「1株
当たり情報」の注記に記載しておりま
す。 

消費税等の会計処理 

同左 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

第5期 

(平成15 年 3 月 31 日現在) 

第6期 

(平成16 年 3 月 31日現在) 

※1 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数     普通株式 137,040,000 株 

発行済株式総数   普通株式  58,884,500 株 
※2 自己株式の保有数  普通株式    1,875 株 

3 資本の欠損の額        1,593,419千円 

4 偶発債務 

当社は株式会社パナファーム・ラボラトリーズ 
との間で遺伝子破壊マウスの飼育管理等に係る長
期の委託契約（契約期間10 年）を締結しておりま
す。当該契約によれば、当社もしくはパナファー
ム社の一方が契約期間満了前に契約の中止を申し
入れた場合には、相手方は契約費用の残金を限度
として賠償を請求できることとなっております。 
なお、平成 15 年 3月 31現在における契約費用の
残金は、495,967 千円であります。 

 

※1 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数     普通株式 235,538,000 株 

発行済株式総数   普通株式  59,416,500 株 
※2 自己株式の保有数  普通株式    1,875 株 

3 資本の欠損の額        3,069,227千円 

4 偶発債務 

当社は株式会社パナファーム・ラボラトリーズ 
との間で遺伝子破壊マウスの飼育管理等に係る長
期の委託契約（契約期間 10 年）を締結しておりま
す。当該契約によれば、当社もしくはパナファーム
社の一方が契約期間満了前に契約の中止を申し入
れた場合には、相手方は契約費用の残金を限度とし
て賠償を請求できることとなっております。 
なお、平成 16年 3 月 31 日現在における契約費用
の残金は、429,187 千円であります。 

 

 

(損益計算書関係) 

第5期 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

第6期 
自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

※1 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費の総額は
561,059千円であり、その主要なものについては次

のとおりであります。 

※1 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費の総額は
1,194,522千円であり、その主要なものについては

次のとおりであります。 

人件費 172,306千円  人件費 243,791千円  

外注費 115,720千円  外注費 549,352千円  

共同研究費 84,483千円  共同研究費 39,876千円  
消耗品費 128,882千円  消耗品費 233,132千円  

減価償却費 39,912千円  減価償却費 73,221千円  

 

※2 固定資産売却益の内容は次のとおりであります 
工具器具及び備品 203千円 

  

 

※3 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 
建物 316千円 

工具器具及び備品 667千円 

合計 984千円 
 

 

※2           ―  
 

 

 

※3 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 
建物 2,450千円 

工具器具及び備品 70千円 

合計 
 

2,520千円 

 
 

 

 
 

※4 関係会社に対する事項 

   受取利息             535千円 

   受取手数料            450千円 
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 (キャッシュ・フロー計算書関係) 

第5期 
自 平成14年4月 1日 

至 平成15年3月31日 

第6期 
自 平成15年4月 1日 

至 平成16年3月31日 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係   
 (平成15年3月31日現在) 

 現金及び預金勘定 3,001,133千円 

 預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △450,175千円 

 現金及び現金同等物 2,550,957千円  

   
 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係   

 (平成16年3月31日現在) 

 現金及び預金勘定 1,389,709千円 

 預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △460,308千円 

 現金及び現金同等物 929,401千円 

   
 

 

(リース取引関係) 

第5期 
自 平成14年4月 1日 

至 平成15年3月31日 

第6期 
自 平成15年4月 1日 

至 平成16年3月31日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引 
 
1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額 

及び期末残高相当額 

 取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 
工 具 器 具 
及 び 備 品 8,134 1,836 6,297 

合 計 8,134 1,836 6,297 

 
2.未経過リース料期末残高相当額   

１年内 1,603千円 

１年超 4,763千円 

合計 6,367千円 
 

3.支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料             2,386千円 

減価償却費相当額     2,160千円 

支払利息相当額     111千円 

 

4.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額 

法によっております。 
 

5.利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額
を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 
 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引 
 
1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額 

及び期末残高相当額 

 取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 
工 具 器 具 
及 び 備 品 8,134 3,463 4,670 

合 計 8,134 3,463 4,670 

 
2.未経過リース料期末残高相当額   

１年内 1,637千円 

１年超 3,126千円 

合計 4,763千円 
 

3.支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料             1,713千円 

減価償却費相当額     1,626千円 

支払利息相当額     110千円 

 

4.減価償却費相当額の算定方法 
          同左 

 
 

5.利息相当額の算定方法 

           同左   
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(有価証券関係) 

第 5期 (平成 15年 3 月 31 日現在) 

1. 売買目的有価証券 

該当事項はありません。 

 

2. 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

 

3. 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

 

4. その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

区分 取得原価 貸借対照表計上額 差額 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの      

① 株式 12,386      12,000 △386  

② 債券 ―  ― ―  

③ その他 50,000  49,940 △60  

合計 62,386  61,940 △446  

 

5. 当該事業年度中に売却した満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 

 

6. 該事業年度中に売却したその他有価証券 

該当事項はありません。 

 

7. 時価のない有価証券の内容 

（単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 

満期保有目的の債券 

割引金融債 

 

349,827 

  合計          349,827 

 

8. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（単位：千円） 

種類 1 年以内 1年超5 年以内 5年超 10 年内 10 年超 

割引金融債 349,827 ― ― ― 

合計 349,827 ― ― ― 
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第 6期 (平成 16年 3 月 31 日現在) 

1. 売買目的有価証券 

該当事項はありません。 

 

2. 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

 

3. 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

 

4.その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

区分 取得原価 貸借対照表計上額 差額 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの     

① 株式 12,386 8,760 △3,626  

② 債券 ― ― ―  

③ その他 ― ― ―  

  合計 12,386 8,760 △3,626 

 

5. 当該事業年度中に売却した満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 

 

6. 当該事業年度中に売却したその他有価証券              

（単位：千円） 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

50,030 30  ― 

 

7. 時価のない有価証券の内容 

    （単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 

満期保有目的の債券 

割引金融債 

 

                 

349,827 

その他有価証券 

  非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 

15,000 

  合計          364,827 
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8. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（単位：千円） 

種類 1 年以内 1 年超 5年以内 5 年超 10年内 10 年超 

割引金融債 349,827 ― ― ― 

合計 349,827 ― ― ― 

 

(デリバティブ取引関係) 

 第 5 期（自 平成 14年 4 月 1 日 至 平成15 年 3 月 31日) 
   当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 第 6 期（自 平成 15年 4 月 1 日 至 平成16 年 3 月 31日) 
   当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

(退職給付関係) 

第5 期（自 平成 14年 4 月 1 日 至 平成15 年 3 月 31日) 
   該当事項はありません。 

 第 6 期（自 平成 15年 4 月 1 日 至 平成16 年 3 月 31日） 
   該当事項はありません。 
 

(税効果会計関係) 

第5期 
（平成15年3月31日現在） 

第6期 
（平成16年3月31日現在） 

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 

（繰延税金資産） 

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 

（繰延税金資産） 
前受金 94,659千円  前受金 796千円  

未払賞与                5,606千円  未払賞与                6,775千円  

特許権償却超過額   321千円  特許権償却超過額  229千円  

その他有価証券評価差額 180千円  その他有価証券評価差額 1,443千円  

繰越欠損金 537,413千円  繰越欠損金 1,202,199千円  

その他 9千円  その他 624千円  

    繰延税金資産小計 638,188千円      繰延税金資産小計 1,212,067千円  

 評価性引当額 △638,188千円   評価性引当額 △1,212,067千円  

繰延税金資産合計 －千円 繰延税金資産合計 －千円 

      

（注）地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第9

号）が平成15年3月31日に公布されたことに伴い、当期の

繰延税金資産の計算（ただし、平成16年4月1日以降解消が
見込まれるものに限る。）に使用した法定実効税率は、前

期の41.7％から40.4％に変更されております。 
 

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳 

  当期純損失であるため記載を省略しております。 

 

 

 
 

 
 

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳 

    当期純損失であるため記載を省略しております。 
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(持分法損益等) 

   （単位：千円） 

 

第5期 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

第6期 
自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

関連会社に対する投資の金額 ― 73,000 

持分法を適用した場合の投資の金額 ― 45,776 

持分法を適用した場合の投資損失の金額 ― 27,223 

 
(関連当事者との取引) 

第 5期 (自平成14 年 4月 1 日 至平成 15 年 3月 31日) 

役員及び個人主要株主等 

関係内容 
属性 

会社等 
の名称 住所 

資本金 
(千円) 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等 
の被所有 
割  合 

役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引の 
内 容 

取引 
金額 
（千円） 

科目 
期末 
残高 
（千円） 

役員及び
その近親
者 

山村研一 － － 当社取締役 直接 
0.11％ 

－ － 
奨学寄付
金の支出
(注)1 

10,000 － － 

 
役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等（当
該会社等
の子会社
を含む） 
 

㈱井出事
務所(注)2 

熊本県 
熊本市 320,000 

不動産
管理業務 

直接 
18.10％ 兼任1名 なし 

不動産の
転貸 

1,212 
(注)3 
(注)4 

－ － 

(注)1 当社取締役（非常勤）であり熊本大学発生医学研究センター教授である山村研一の講座（発生医学研究センター臓器形

成分野）に対する医学研究助成のための奨学寄付金であり、必要と認められる相当額を支出しております。 
  2 当社代表取締役井出剛が議決権の100％を直接所有しております。  

3 賃借料の支払いについては、当社の取引条件と同一の条件にて決定しております。 
4 取引金額には消費税等が含まれておりません。   

 

第 6期 (自平成15 年 4月 1 日 至平成 16 年 3月 31日) 

  役員及び個人主要株主等   

関係内容 
属性 

会社等 
の名称 住所 

資本金 
（千円） 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等 
の被所有 
割  合 

役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引の 
内 容 

取引 
金額 
（千円） 

科目 
期末 
残高 
（千円） 

 
役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等（当
該会社等
の子会社
を含む） 
 

㈱井出事
務所(注)1 

熊本県 
熊本市 
270,000 

不動産
管理業務 

直接 
17.96％ 

兼任1名 なし 
不動産の
転貸 

2,600 
(注)2 
(注)3 

－ － 

(注)1 当社代表取締役井出剛が議決権の100％を直接所有しております。なお、同氏は平成15年12月12日付けをもって退任い

たしましたので、同日までの取引について記載しております。  

2 賃借料の支払いについては、当社の取引条件と同一の条件にて決定しております。 

3 取引金額には消費税等が含まれておりません。   
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(１株当たり情報) 

              期別 

項目 

第5期 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

第6期 
自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

１株当たり純資産額 56円49銭 31円26銭 

１株当たり当期純損失             20円93銭             25円04銭 

 
なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、１株当たり当期

純損失であるため記載しておりませ
ん。 

 
（追加情報） 

当事業年度から「1株当たり当期純利

益に関する会計基準」（企業会計基準第
2号）及び「1株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第4号）を適用しておりま

す。これによる当該事業年度の１株当
たり情報への影響はありません。 

また、当社は、平成14年５月１日付
で普通株式１株につき1,000株、さらに

平成14年10月29日付で普通株式１株に

つき３株の割合で株式分割を行ってお

ります。 
なお、同会計基準及び適用指針を前

事業年度に適用して算定した場合の1

株当たり情報については、以下のとお
りとなります。 

 
1株当たり純資産額   14円99銭 

1株当たり当期純損失  18円54銭 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、１株当たり当期

純損失であるため記載しておりませ
ん。 
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（注）1株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 第5期 第6期 

当期純損失（千円） 948,023 1,475,807 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち、役員賞与） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 948,023 1,475,807 

期中平均株式数（千株） 45,289 58,927 
希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり当期純利益の
算定に含めなかった潜在株式の概
要 

①新事業創出促進法第11条の5第2
項及び旧商法第280条ノ19第2項
の規定に基づく特別決議による
新株引受権 
株主総会特別決議日 
平成12年11月10日(目的となる株
式の数 1,635,000株) 
平成13年2月8日(目的となる株式
の数 264,000株) 
平成14年3月27日(目的となる株
式の数 2,100,000株) 
②商法第280条ノ20及び商法第280
条ノ21の規定に基づく新株予約
権 
株主総会特別決議日 
平成14年5月30日 
(新株予約権2,997個 目的とな
る株式の数2,997,000株) 

①新事業創出促進法第11条の5第2項
及び旧商法第280条ノ19第2項の規
定に基づく特別決議による新株引
受権 
株主総会特別決議日 
平成12年11月10日(目的となる株
式の数 1,069,000株) 
平成13年2月8日(目的となる株式
の数 249,000株) 
平成14年3月27日(目的となる株式
の数 807,000株) 
②商法第280条ノ20及び商法第280条
ノ21の規定に基づく新株予約権 
株主総会特別決議日 
平成14年5月30日 
(新株予約権2,109個 目的となる
株式の数2,109,000株) 
平成15年6月27日 
（新株予約権1,682個 目的となる
株式の数1,682,000株） 

 
(重要な後発事象) 

第5期 

自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

平成15年６月27日開催の定時株主総会において、商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づく、新株予約

権の割当に関する決議を下記のとおり行っております。 

① 割当対象者の区分及び人数 取締役、当社従業員及び社外協力者を対象とし、割当対象者

の区分及び人数の詳細は当定時株主総会後の取締役会にて
決議する。 

② 新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 
③ 株式の数 2,400,000株 

④ 新株予約権の行使時の払込金額 新株予約権の目的となる株式１株当たりの払込金額は、新株

予約権発行日の属する月の前月の各日（取引が成立していな

い日を除く）の東京証券取引所における当社株式普通取引の
終値の平均値に1.05を乗じた価格とし、これより生じた１円

未満の端数はこれを切り上げる。 

⑤ 新株予約権の行使期間 平成17年６月28日から平成25年６月26日まで 
⑥ 新株予約権の行使の条件 当社と新株予約権割当対象者との間で締結した「新株予約権

割当契約書」の定めるところによる。 
⑦ 新株予約権の譲渡に関する事項 第三者への本新株予約権の譲渡質入を禁ずる。 
 
 

第6期 
自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

該当事項はありません。 
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６．生産、受注及び販売の状況 
(1) 生産実績                                    

 (単位：千円) 

第6期 
自 平成15年 4月 1日 

至 平成16年 3月31日 
 

金額 前期比（％） 

遺伝子破壊マウス事業 476,411 193.7 

抗体事業 98,458 △12.7 

合計 574,870 109.1 

 (注) 1．当社の業務は、業務の性格上生産として把握することが困難であるため販売実績を記載しております。   
  2．金額には、消費税等は含まれておりません。 
 

(2) 受注実績                                                                     

  （単位：千円） 

第6期 

自 平成15年 4月 1日 

至 平成16年 3月31日   

受注高 前期比（％） 受注残高 前期比（％） 

遺伝子破壊マウス事業 248,187 51.8 800,060 △21.0 

抗体事業 56,591 △21.0 7,794 71.3 

合計 304,779 29.6 807,854 △20.6 

(注) 1．金額には、消費税等は含まれておりません。 

2. 抗体事業については受託事業収入のみ記載しております。 
 

(3) 販売実績                                                                      

 （単位：千円） 

第6期 

自 平成15年 4月 1日 

至 平成16年 3月31日   

金額 前期比（％） 

遺伝子情報売上 350,204 157.3 

受託事業収入 126,207 383.1 

遺
伝
子
破
壊 

マ
ウ
ス
事
業 計 476,411 193.7 

抗体製品売上 45,112 △1.2 

受託事業収入 53,346 △20.5 

抗
体
事
業 計 98,458 △12.7 

合計 574,870 109.1 
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(注)  1. 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。  
（単位：千円） 

第5期 
自 平成14年 4月 1日 
至 平成15年 3月31日 

第6期 
自 平成15年 4月 1日 
至 平成16年 3月31日 相手先 

金額 割合(%) 金額 割合(%) 

山之内製薬株式会社 66,636 24.2 229,261 39.9 

住友化学工業株式会社 69,019 25.1 146,425 25.5 

三菱ウェルファーマ株式会社 － － 61,500 10.7 

環境省 53,538 19.5 38,000 6.6 

    2. 金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

７．役員の異動 

 (1) 代表者の異動 
平成15 年 12 月 12 日に開示済みであります。 

 
(2) その他の役員の異動 

①新任取締役候補（平成 16 年 6月 25 日就任予定） 
取 締 役 佐藤 道太（現 執行役員 事業推進本部長） 
 
①昇格予定取締役（平成 16 年 6月 25 日昇格予定） 
専務取締役 田中 淳 （現 取締役） 

 


